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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期
決算年月 平成18年２月平成19年２月平成20年２月平成21年２月平成22年２月

売上高 （千円） 9,309,03724,807,97735,474,32218,101,06812,891,894

経常利益又は経常損失（△） （千円） 514,826△615,388△938,642△1,714,144△471,029

当期純利益

又は当期純損失（△）
（千円） 413,928△3,600,426△5,958,611△1,833,262△767,493

純資産額 （千円） 12,083,00815,037,43010,389,8567,023,9956,381,286

総資産額 （千円） 23,467,72426,153,27818,201,52912,215,9359,172,819

１株当たり純資産額 （円） 90.01 57.27 29.34 17.74 15.80

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 3.97 △26.76 △35.34 △7.90 △3.20

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
（円） 3.40 － － － －

自己資本比率 （％） 51.5 29.4 27.4 34.8 41.3

自己資本利益率 （％） 5.6 △36.4 △94.0 △39.7 △19.1

株価収益率 （倍） 53.65 － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △2,003,962△2,754,800△7,900,058△415,098△494,162

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △2,303,026△2,051,1243,063,782415,176541,768

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 8,582,082198,6173,209,311△56,257△787,906

現金

及び現金同等物の期末残高
（千円） 5,538,7974,822,6503,194,0293,140,2452,388,235

従業員数

［ほか、平均臨時雇用者数］
（名）

300

[358]

401

[488]

382

[411]

252

[277]

148

[197]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第35期以降の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失であるため記載を省略しております。

３　純資産額の算定にあたり、第35期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。

４　第35期の純資産及び総資産の増加は、株式会社オーエー・システム・プラザを持分法適用関連会社から連結

子会社へ含めたことによるものです。

５　第36期の純資産及び総資産の減少は、当社の連結子会社株式会社ジャクスタポーズの売却による連結子会社

の除外によるもの及び関係会社株式評価損計上にともなうのれんの一括償却によるものです。

６　第37期の純資産及び総資産の減少は、たな卸資産評価損、投資有価証券評価損及び貸倒引当金繰入の計上など

によるものです。

７　第38期の純資産及び総資産の減少は、株式会社ディーアンドアール・インテグレイツ、株式会社ダイヤモンド

エージェンシー、株式会社サイバーリップル、株式会社グローバルコーポレーションを株式の売却等により

連結の範囲から除外したこと、減損損失、店舗閉鎖損失及びたな卸資産評価損の計上などによるものです。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期
決算年月 平成18年２月平成19年２月平成20年２月平成21年２月平成22年２月

営業収益 （千円） 560,130 83,838 119,650 84,644 55,768

経常利益又は経常損失（△） （千円） 113,171△953,733△319,660△199,993△97,740

当期純利益

又は当期純損失（△）
（千円） 888,485△3,471,825△8,477,713△2,243,890△521,588

資本金 （千円） 5,278,3605,292,5186,062,5186,622,5186,622,518

発行済株式総数 （千株） 135,741135,982169,935239,935239,935

純資産額 （千円） 13,186,8768,706,7753,312,1382,165,3331,658,414

総資産額 （千円） 13,833,2328,921,3643,838,9282,191,4971,693,069

１株当たり純資産額 （円） 98.24 64.65 19.48 9.01 6.90

１株当たり配当額 （円） － － － － －

（１株当たり中間配当額） （円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 8.53 △25.81 △50.28 △9.67 △2.17

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
（円） 7.33 － － － －

自己資本比率 （％） 95.3 97.3 86.2 98.6 97.8

自己資本利益率 （％） 11.0 △31.7 △141.4 △82.0 △27.3

株価収益率 （倍） 24.97 － － － －

配当性向 （％） － － － － －

従業員数

［ほか、平均臨時雇用者数］
（名）

6

[1]
8 9 5 5

　（注）１　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

　２　第35期以降の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失であるため、記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、第35期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。

４　第35期及び第36期の純資産及び総資産の主な減少要因は、関係会社株式の評価損及び関係会社株式の売却に

よるものです。

５　第37期の純資産及び総資産の主な減少要因は、関係会社株式の評価損によるものです。

６　第38期の純資産及び総資産の主な減少要因は、貸倒引当金の繰入額の計上によるものです。
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２【沿革】

昭和47年10月婦人洋品、紳士洋品専門店として、株式会社ニチイ（現　株式会社マイカル）100％出資により株式会

社エルメの商号をもって大阪市北区に設立

昭和47年11月大阪市東区の株式会社エルメ（昭和43年８月設立、昭和50年９月株式会社ニュー九州ニチイに吸収さ

れ消滅）より６店舗を営業譲受（梅田店、布施店、三宮店、河原町店、沼津店、千林店）

昭和50年９月紳士洋品部門を株式会社マックロードに営業譲渡

昭和50年10月本店所在地を大阪市東区淡路町へ移転

昭和60年５月本店所在地を大阪市中央区瓦町（現在地）へ移転

昭和61年10月大阪証券取引所市場第二部に上場

平成14年５月株式会社マイカルから独立

平成15年６月100％出資子会社株式会社エルメ・コンベックスを設立

平成15年９月会社分割により株式会社エルメ・リィーテイル（現　株式会社エルメ）を設立

平成15年９月純粋持株会社化

平成16年７月100％出資子会社東西キャピタル株式会社を設立

平成16年12月東西キャピタル株式会社による株式会社パナッシュ（現　株式会社オーパ）の連結子会社化

平成17年４月東京都千代田区内幸町に東京本社設置、大阪・東京の二本社制とする

平成17年７月株式会社パナッシュ（現　株式会社オーパ）による株式会社ディーアンドアール・インテグレイツの

連結子会社化

平成17年９月株式会社アポロ・インベストメントへ商号変更

平成17年10月株式会社日本インフォメーションシステムの持分法適用関連会社化

平成17年12月東西キャピタル株式会社による株式会社ダイヤモンドエージェンシーの連結子会社化

平成18年１月東西キャピタル株式会社の全株式を株式会社オーエー・システム・プラザに売却

平成18年２月同興紡績株式会社（現　株式会社プロジェ・ホールディングス）の連結子会社化

平成18年２月株式会社オーエー・システム・プラザの持分法適用会社化

平成18年３月株式会社エルメ・リィーテイルが株式会社エルメへ商号変更

平成18年６月株式会社オーエー・システム・プラザの連結子会社化

平成18年７月株式会社ジャクスタポーズの完全子会社化

平成18年８月株式会社エルメ・コンベックスを吸収合併

平成18年８月東京本社を東京都港区愛宕（現在地）へ移転

平成18年10月同興紡績株式会社（現　株式会社プロジェ・ホールディングス）による株式会社グローバルコーポ

レーションの完全子会社化

平成19年３月同興紡績株式会社が株式会社プロジェ・ホールディングスへ商号変更

平成19年３月　株式会社日本インフォメーションシステムの持分法適用関連会社を解消

平成19年３月　グローバル・ファンデックス株式会社を連結子会社化。これに伴い株式会社大阪証券取引所より実質

的な存続会社でないと判断され、上場猶予期間入りとなる。

平成19年４月グローバル・ファンデックス株式会社の完全子会社化

平成19年６月 ステラ・グループ株式会社へ商号変更

平成19年９月　　　　株式会社ジャクスタポーズの全株式を譲渡し、同社は当社グループより離脱

  平成19年10月

　　　　

株式会社オーエー・システム・プラザが株式会社オーエー・システムズ（旧　東西キャピタル株式会

社）を吸収合併

  平成19年12月株式会社プロジェ・ホールディングスが同興ニット株式会社と株式会社同興システムズを吸収合併

平成20年２月　　　　

　　　　

グローバル・ファンデックス株式会社の全株式を譲渡し、同社は当社グループより離脱

平成20年６月　株式会社プロジェ・ホールディングスによる株式会社サイバーリップルの完全子会社化

平成20年８月　有限責任中間法人ハーバーファンディング、合同会社ハーバーファンディング二号が解散

平成20年９月　株式会社グローバルアセットマネージャーズが解散

平成20年11月　株式会社パナッシュ（現　株式会社オーパ）が事業を譲渡

平成20年12月　株式会社パナッシュが株式会社オーパへ商号変更

平成21年１月　株式会社オーエー・システム・プラザが株式会社オーパ（旧　株式会社パナッシュ）より株式会社

ディーアンドアール・インテグレイツの全株式を譲受

平成21年１月　株式会社オーパ（旧　株式会社パナッシュ）が清算決議

平成21年３月　株式会社オーエー・システムプラザが株式会社ディーアンドアール・インテグレイツの全株式を譲

渡し、同社は当社グループより離脱

平成21年８月　株式会社プロジェ・ホールディングスが株式会社サイバーリップルの全株式を譲渡し、同社は当社グ

ループより離脱

平成21年９月　株式会社オーパ（旧　株式会社パナッシュ）が清算結了
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平成21年12月　株式会社グローバルコーポレーションは解散し、同社は当社グループより離脱

平成22年１月　株式会社オーエー・システム・プラザが株式会社ダイヤモンドエージェンシーの全株式を譲渡し、同

社は当社グループより離脱

　

３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は当社、連結子会社４社で構成されており、事業部門として、婦人子供服

販売事業、ＰＣ販売事業、不動産事業及び繊維事業等を行っております。

　当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、事業の種類別セグメントと同一の

区分であります。

　当社は持株会社として子会社の株式を所有することにより、当該会社の事業活動の支配・管理を行っております。

　主な当社グループの構成は次のとおりであります。

会社名 主な事業内容

（当社）  

ステラ・グループ株式会社 国内外の会社への出資または株式を取得、所有することによる当

該会社の事業活動の支配・管理、グループ会社に対する経営コン

サルティング業、企業の合併・買収・提携、営業権の譲渡等の斡旋

・仲介

（連結子会社）  

株式会社エルメ 婦人子供服販売

株式会社プロジェ・ホールディングス 不動産の売買、仲介、アレンジメント事業

株式会社ドーコーボウ 紡績糸、織物生地等の製造・販売、およびアパレル事業

株式会社オーエー・システム・プラザ パソコン・コンピューターソフト・その他周辺機器販売、パソコ

ン周辺機器・システムの開発、不動産の賃貸・管理、企業の合併・

買収・提携、国内外の会社の株式を取得することによる当該会社

の経営及び経営支援
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当連結会計年度末における当社グループの事業系統図は次のとおりであります。

※１　連結子会社である、株式会社プロジェ・ホールディングスは、名古屋証券取引所・大阪証券取引所市場第二部

に、株式会社オーエー・システム・プラザは大阪証券取引所JASDAQ市場に、それぞれ上場しております。

    ※２　連結子会社である株式会社オーエー・システムプラザは、平成21年３月２日付でその子会社であった株式会社

ディーアンドアール・インテグレイツの全株式を譲渡いたしました。

株式会社オーパ（旧：株式会社パナッシュ）は平成21年９月18日付で清算を結了いたしました。

株式会社オーエー・システム・プラザは平成22年１月12日付でその子会社であった株式会社ダイヤモンド

エージェンシーの全株式を譲渡いたしました。

※３　連結子会社である株式会社プロジェ・ホールディングスは、平成21年８月10日付でその子会社であった株式会

社サイバーリップルの全株式を譲渡いたしました。

株式会社グローバルコーポレーションは、平成21年12月24日付で特別清算手続き開始の決議を行い、当社グ

ループから離脱いたしました。　

 　　４　ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業は、連結子会社の譲渡及び清算により、当該事業を構成する連結子会社

が無くなったため、平成21年12月25日付で事業部門の廃止を決議いたしました。
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４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
（注）1

議決権の
所有割合
（注）２

関係内容

(連結子会社)

株式会社エルメ

 (注）６

大阪市

中央区
235

婦人子供服販売事

業
100.00％

役員の兼任　１名

当社と経営管理契約を締結し

ております。

関係会社短期貸付金　955百万円

関係会社長期貸付金　439百万円

株式会社オーエー・システ

ム・プラザ

（注）３、４、５、７

名古屋市

中区
3,070

ＰＣ販売事業

不動産事業
46.68％

役員の兼任　２名

当社と経営指導に関する契約

を締結しております。

株式会社プロジェ・ホール

ディングス

（注）３、４

東京都

港区

 

3,225不動産事業 57.04％

役員の兼任　２名

当社と経営管理契約及び事務

所の転貸借契約を締結してお

ります。

関係会社短期貸付金　100百万円

株式会社ドーコーボウ
 大阪市

 中央区
100繊維事業

57.04％

(57.04％)
役員の兼任　１名

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　議決権の所有割合欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３　有価証券報告書の提出会社であります。

４　特定子会社であります。

５　株式会社オーエー・システム・プラザの持分は50％以下ですが、経営体制により実質的に支配していると認

められるため、連結子会社としております。

６　株式会社エルメについては、連結売上高に占める同社の売上高（連結会社相互間の売上高を除く。）の割合が

100分の10を超えておりますが、当連結会計年度における婦人子供服販売事業セグメントの売上高に占める

同社の売上高（セグメント間の内部売上高または振替高を含む。）の割合が、100分の90を超えているため、

同社の主要な損益情報等の記載を省略しております。

７　株式会社オーエー・システム・プラザについては、連結売上高に占める同社の売上高（連結会社相互間の内

部売上高を除く。）の割合が100分の10を超えておりますが、当連結会計年度におけるＰＣ販売事業セグメン

トの売上高に占める同社の売上高（セグメント間の内部売上高または振替高を含む。）の割合が、100分の90

を超えているため、同社の主要な損益情報等の記載を省略しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

 平成22年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

婦人子供服販売事業 62[103] 

ＰＣ販売事業 57[ 87] 

不動産事業　  2[  3] 　

繊維事業 12[  2] 

全社（共通） 15[  2] 

合計 148[197] 

　（注）１　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　前連結会計年度末まで独立した事業区分としていた投資事業については、キャピタルゲインを目的とする有

価証券の売買は行わないことになったため、当連結会計年度より事業区分を廃止しております。

４　前連結会計年度末に比べ従業員が104名減少しましたのは、IT・デジタルメディア・コンテンツ事業を行って

いた株式会社サイバーリップル、株式会社ディーアンドアール・インテグレイツ、及び株式会社ダイヤモン

ドエージェンシーの全株式を譲渡したこと等によるものであります。　　　　　　　　　　　　　　　尚、前連結会計年度末

まで独立した事業区分としていたIT・デジタルメディア・コンテンツ事業については連結子会社の譲渡に

より当該事業を構成する会社がなくなったため、平成21年12月25日付で事業部門を廃止しております。　

５　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年２月28日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

5　 38.6 3.0 6,024

　（注）１　従業員数は、就業人員であります。

　２　平均年間給与は、平均年俸額を表示しております。

　

(3）労働組合の状況

　当社グループのうち、株式会社プロジェ・ホールディングス（旧同興紡績株式会社）は、同興紡績労働組合を結成

しており、ＵＩゼンセン同盟（正式名称　全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟）繊維関連部会に加盟

しております。なお、平成22年２月28日現在の組合員数は６名であります。

　株式会社エルメは、エルメ労働組合を結成しており、ＵＩゼンセン同盟（正式名称　全国繊維化学食品流通サービ

ス一般労働組合同盟）流通部会に加盟しております。なお、平成22年２月28日現在の組合員数は26名であります。

　なお、労使関係については円滑な関係にあり特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

  当連結会計年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）におけるわが国経済は、海外経済の改善や政府の緊

急経済対策の効果などを背景に、一部の経済指標に持ち直しの動きも見られましたが、なお自立性は弱く、企業収益は低

迷し、厳しい雇用・所得環境も継続するなど、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。個人消費も生活防衛

意識の高まりからより厳しい選別基準による消費活動となり、伸び悩みました。 

  このような状況の下、当社グループは当社及び連結子会社４社（当連結会計年度末現在）にて構成され、グループ各

社が引き続きコスト削減に努め、キャッシュ・フローを重視して、売上規模の拡大にとらわれず、収益力の向上に取り組

んでまいりました。しかしながら、当社グループは未だ過去の経営の失敗の傷が癒えず、そのため当連結会計年度におい

ても、たな卸資産評価損、減損損失等を中心とした大幅な特別損失を４期連続で計上するに至りました。

　なお、当社グループのコスト削減については、当連結会計年度における販売費及び一般管理費は34億55百万円となり、

前年同期比20億94百万円減少となりました。

　この結果、グループ全体として、当連結会計年度の売上高128億91百万円（前期比28.8％減）、営業損失４億35百万円

（前連結会計年度は営業損失16億91百万円）、経常損失４億71百万円（前連結会計年度は経常損失17億14百万円）、当

期純損失７億67百万円（前連結会計年度は当期純損失18億33百万円）となりました。

 

 （婦人子供服販売事業）

婦人子供服販売事業は、国内景気低迷による雇用・所得環境の悪化に伴って消費者の生活防衛意識が強まり、個人消

費の意欲減退が一層顕著となったことで厳しい環境が続き、当連結会計年度においても苦戦する結果となりました。こ

のため、体質強化及び競合他店との差別化を目的として、営業店舗の見直しを行い、マーケティング規模縮小及び不採

算店舗の徹底的な閉鎖を行うとともに、在庫の圧縮及び本社・本部コストの削減を継続いたしました。  　 この結果、

婦人子供服販売事業の売上高は、営業店舗閉鎖が多かったこともあり、27億46百万円（前期比33.0％減）と大幅減収と

なり、営業損失は１億53百万円（前連結会計年度は営業損失２億26百万円）となりました。

  

 （ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業）

　　ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業においては、景気低迷による企業収益の悪化に伴い、厳しい状況が続きまし

た。当社グループとしては、当該事業を営む連結子会社における業績向上ならびに当社グループ各社とのシナジー効果

を図るべく、様々な施策を協議してまいりました。しかしながら、最終的に株式会社ディーアンドアール・インテグレ

イツ、株式会社ダイヤモンドエージェンシー及び株式会社サイバーリップルの３社の全株式を当連結会計年度中に譲

渡し、前連結会計年度に全事業を事業譲渡した株式会社オーパ（旧　株式会社パナッシュ）は清算を結了いたしまし

た。このため、当該事業を営む連結子会社が無くなったため、当社グループはＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事

業部門を平成21年12月25日をもって廃止する決議をいたしました。

　　 この結果、ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業の売上高16億72百万円（前期比65.1％減）、営業損失１億３百万

円（前連結会計年度は営業損失３億17百万円）となりました。

　

 （ＰＣ販売事業）

 　　ＰＣ販売事業は、個人消費低迷の影響を受ける中、５万円以下のミニノートパソコンの需要は一巡しましたが、

「Windows７」の発売等により、パソコン本体の販売台数は前年同期比で増加しましたが、販売単価は下落したため、販

売金額は前年同期を下回る結果となりました。このため、コスト削減による物販粗利改善や月額定額制の保守サービス

の会員獲得に注力することで利益確保に努めました。

 　　この結果、ＰＣ販売事業の売上高は59億17百万円（前期比9.6％減）、営業利益58百万円（同42.6％減）となりました。

 

 （不動産事業）

 　　不動産事業は、景気後退による企業業績悪化や個人消費の低迷等により、まだ厳しい環境から脱しきれておりません。

当社グループとしては、不動産事業の事業規模を拡大せず、マンションの完成物件の買取・再販に経営資源を集中的に

投下することで、収益確保を優先いたしました。

　　 この結果、不動産事業の売上高は18億31百万円（前期比17.7％増）、営業損失６百万円（前連結会計年度は営業損失８

億70百万円）となりました。
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 （繊維事業）

 　　繊維事業は、国内での個人消費低迷、海外からの繊維製品の輸入増加、アパレルメーカーによる海外素材・海外縫製へ

のシフト等による国内需要の落ち込みや強まる低価格化などの影響により、厳しい市況を反映するものとなりました。

  　　この結果、繊維事業の売上高は７億24百万円（前期比34.3％減）、営業損失84百万円（前連結会計年度は営業損失１

億59百万円）となりました。

　　　なお、前連結会計年度まで独立した事業区分としていた投資事業については、キャピタルゲインを目的とする有価証券

の売買は行わないことになったため、当連結会計年度より事業区分を廃止しております。

 

(2）キャッシュ・フロー

 　　 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の期末残高は、前期末と比較し７億52百万円

減少し、23億88百万円となりました。

  　　 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 　　 営業活動による資金収支は４億94百万円の支出（前連結会計年度は４億15百万円の支出）となりました。これは主

に、税金等調整前当期純損失９億61百万円、減損損失３億83百万円、仕入債務の減少額３億82百万円、売上債権の減少

額２億８百万円、たな卸資産評価損１億68百万円、たな卸資産の減少額１億28百万円、関係会社株式売却益１億11百万

円、その他流動資産の減少額１億75百万円、その他流動負債の減少額２億17百万円等によるものであります。

   ②投資活動によるキャッシュ・フロー

      投資活動による資金収支は５億41百万円の収入（前連結会計年度は４億15百万円の収入）となりました。これは主

に、差入保証金の回収による収入２億51百万円、定期預金の払戻による収入81百万円、長期貸付金の回収による収入１

億９百万円、投資有価証券の売却による収入１億39百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出88百

万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入57百万円等によるものであります。

   ③財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　財務活動による資金収支は７億87百万円の支出（前連結会計年度は56百万円の支出）となりました。これは主に、短期

借入金の純増減による支出５億66百万円、及び長期借入金の返済による支出２億32百万円等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

婦人子供服販売事業 2,746,028 △32.98

ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ

事業
1,672,298 △65.13

ＰＣ販売事業 5,917,900 △9.63

不動産事業 1,831,656 17.69

繊維事業 724,009 △34.34

合計 12,891,894 △28.78

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前連結会計年度まで独立した事業区分としていた投資事業については、キャピタルゲインを目的とする有価

証券の売買は行わないことになったため、当連結会計年度より事業区分を廃止しております。　

　

(2）仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％）

婦人子供服販売事業 1,519,420 △34.03

ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ

事業
1,499,707 △62.34

ＰＣ販売事業 4,620,774 △10.15

不動産事業 1,644,237 △14.96

繊維事業 587,353 △33.30

合計 9,871,492 △30.69

　（注）１　金額は、実際仕入額によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前連結会計年度まで独立した事業区分としていた投資事業については、キャピタルゲインを目的とする有価

証券の売買は行わないことになったため、当連結会計年度より事業区分を廃止しております。　

　

EDINET提出書類

ステラ・グループ株式会社(E03106)

有価証券報告書

 11/104



３【対処すべき課題】

 　　当社は、純粋持株会社として、事業子会社の株式を中長期的に保有・支配し、事業子会社を統括して傘下各社の価値向

上を努めることで、当社グループの価値向上を目的とすることを経営の基本方針としております。

  現在の当社は、以下の課題を抱えていると認識しており、これら課題の解決へ向けての対処に努めていく所存であ

ります。

　　(1)当社は当面の資金繰りに支障はないものの、連続して赤字が続き、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、「継

続企業の前提に関する重要な疑義」が存在しております。このため、今後安定的に収益が計上できるような企業体

制の再構築が求められております。

　　(2)当社は平成19年３月にグローバル・ファンデックス株式会社を子会社化したことに伴い、株式会社大阪証券取引所

より「不適当な合併等」の規定に基づき、当社が実質的な存続会社ではないとの判断が下され、当社は平成19年４

月13日付で「猶予期間」（期限：平成23年２月末日）に入っております。なお、現在の当社は既にグローバル・

ファンデックス株式会社の全株式を譲渡し、グループ全体における不動産事業の占める割合も大幅に縮小している

状況でありますが、今後は上場猶予期間の期限内に株式会社大阪証券取引所が定める株券上場審査基準に準じた基

準に適合することが求められております。

　　(3)当社は平成19年12月４日付で株式会社大阪証券取引所へ提出した「改善報告書」に記載した改善措置の実施状況及

び運用状況の内容が不十分とされ、平成20年７月２日付で２回目の「改善報告書」を提出いたしました。今後、当社

は平成19年12月４日から５年以内に、株式会社大阪証券取引所が３回目の「改善報告書」の提出を求めることを必

要と認めたときは、株券上場廃止基準に該当することになります。今後このような事態を招かないような管理体制

の構築がグループ全体で求められております。

　　(4)当社は、これまでの経営状況から当社を取り巻くレピュテーション・リスクが増大していることを十分認識してお

ります。今後ステークホルダーの皆様をはじめとする証券市場全体からの信頼を得られるように、当社グループ全

体でコンプライアンス（法令遵守）とコーポレート・ガバナンスの強化を図ってまいります。

４【事業等のリスク】

　　　当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のあると考えられる主な事項は、以下のようなも

のがあります。これらの中には必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家の判断上重要で

あると考えられる事項と考え、記載しております。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在に

おいて当社グループが判断したものであります。

　 (1)継続企業の前提に関する事項について

      当社グループは、前連結会計年度において営業損失1,691百万円、当期純損失1,833百万円を計上し、当連結会計年度

においても営業損失435百万円、当期純損失767百万円を計上しました。営業キャッシュ・フローにおいても６期連続

してマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。

      当社としては、こうした状況を改善すべく、グループ全体でキャッシュ・フローを重視し、財務体質の改善に取り組

んでおります。当連結会計年度末（平成22年２月28日現在）において当社グループが保有する現預金残高は22億49百

万円であり、資金繰りに支障はございません。今後につきましても、グループ各社において経営合理化による経費削減

を継続しながら、キャッシュ・フローを重視し、既存事業の強化・改善により収益確保を図ってまいります。

　　　当社は、グローバル・ファンデックス株式会社の株式を取得し子会社化したことに伴い、株式会社大阪証券取引所は同

所の「不適当な合併等」の規定に基づき、当社が実質的な存続会社ではないとの判断により、平成19年４月13日付で

「猶予期間」（期限は平成23年２月末日）に入っております。当社が「不適当な合併等」の猶予期間内に、株式会社

大阪証券取引所が定める株券上場審査基準に準じた基準に適合することが求められております。同基準に適合又は申

請が認められなければ、株式会社大阪証券取引所の上場廃止基準に該当し、当社株式は上場廃止になります。

　　　また、当社は、株式会社大阪証券取引所へ過去２回の改善報告書を提出しております。有価証券上場規程平成21年12月

30日改正付則第２項に基づき、「当該規則施行日（平成21年12月30日）から過去５年以内に改善報告書を１回提出し

ている場合は公表措置を、改善報告書を２回提出している場合は公表措置及び警告措置を講じているものとみなしま

す」に該当し、株式会社大阪証券取引所から平成19年12月４日に公表措置、平成20年７月２日に警告措置を受けたと

みなされております。従いまして、公表措置を受けたとみなされた日から起算して５年以内に「適時開示規則第２章

（会社情報の適時開示等）」又は「企業行動規範に関する規則第２章（遵守すべき事項）」の規程に違反し、警告措

置を受けた場合、株式会社大阪証券取引所の定める株券上場廃止基準に抵触し、当社株式は上場廃止になる可能性が

潜在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
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　 (2)レピュテーション・リスク（評価・評判の低下に伴うリスク）について

　　　当社は、過去の経営内容に起因する当社株式の上場廃止リスクの発生、過去の経営者の風評、当社グループの業績低迷、

当社株式の株価下落等により、当社を取り巻くレピュテーション・リスクが増大していると認識しております。その

ため、当社グループ全体が営業面、財務面等様々な影響を受けております。当社としては、グループの企業価値をこれ

以上毀損することがないように、当社グループの総力を挙げてレピュテーション・リスクの改善に向け取り組んでは

おりますが、今後もレピュテーション・リスクの進行により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。

　 (3)店舗計画及び店舗の賃借物件への依存について

　　　当社グループの婦人子供服販売事業及びＰＣ販売事業の店舗は、主として賃借物件であり、店舗賃借のための敷金・保

証金をはじめ、物件によっては建物建設のための建設協力金を家主に差し入れております。賃借店舗の大半は、賃貸借

契約期間が長期にわたるものが多く、建設協力金は契約期間内で回収いたしますが、敷金・保証金は契約期間が満了

しなければ返還されません。そのため、倒産その他賃貸人側の事由により、敷金・保証金の全部又は一部が回収できな

くなる可能性があります。また、営業している店舗において契約期間が満了した場合、賃貸人側の事由により契約更新

ができずに閉鎖を余儀なくされる可能性があります。これらが発生した場合には、当社グループの経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。また、採算効率の悪化等により、当社グループの判断にて店舗を閉鎖する場合もあり、その

場合には店舗の閉鎖に伴う損失を計上する可能性があります。

　 (4)婦人子供服事業について

　　　当社グループの婦人子供服販売事業は、個人消費及び衣料品消費の動向をはじめ、冷夏暖冬等の気象状況の変化等によ

り、市場動向は大きく左右されることがあります。これらにより、当社グループの婦人子供服販売事業の業績に影響を

及ぼす可能性があります。

　 (5)資金調達について

　　　当社グループの婦人子供服販売事業及びＰＣ販売事業は金融機関からの融資、不動産事業は自己資金にて事業運営を

行っております。当社グループ全体では当連結会計年度末現在で現預金22億49百万円を保有しており、現状グループ

として資金繰りに懸念はありません。しかしながら、金融情勢その他の外的経済環境、当社グループの業績及びレピュ

テーション・リスクによる金融機関の対応等によっては、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

　 (6)不動産事業について

　　　当社グループが行っている不動産事業は、一般的に景気動向、金利動向、地価動向、税制、消費者動向等の影響を受けて

おり、不動産価格は経済・金融情勢、企業の収益動向等の要因により変化します。また、不動産業界におきましては、

「宅地建物取引業法」「建築基準法」「都市計画法」等の法的規制を受けております。このため、経済環境に大幅な

変化が生じた場合、または今後法令等の改正または新たな規制が行われた場合には、当社グループの不動産事業の業

績に影響を及ぼす可能性があります。

　 (7)在庫リスクについて

　　　当社グループの各事業分野における在庫リスクは以下のようなものがあると考えております。これらが発生した場合

には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

　　・婦人子供服販売事業：事前に商品の販売動向を踏まえ計画的に取引先から仕入れを行っておりますが、その後の市場

動向の変化、販売店舗の営業不振等により、計画通りの販売価格にて商品を販売できない可能性があります。

　　・不動産事業：販売用不動産を取得する場合及び不動産共同事業に出資する場合には、事前に十分な調査を行い、リス

クを最小限に抑えるよう努めておりますが、予想もつかない瑕疵の発生等により当該プロジェクトが遅延した場合

等、在庫が滞留する可能性があります。在庫が滞留した場合、キャッシュ・フローの圧迫や購入価格を下回る売却や

評価減を行う可能性があります。

　　・繊維事業：紡績糸は短期的に変化の少ない商品性であり、随時販売していくことが可能のため、不良在庫になる可能

性は低いと考えております。テキスタイル（生地）については基本的に販売先からのオーダー制であり、在庫リス

クは少ないですが、販売先からのキャンセル、製品の不具合等が発生した場合、不良在庫が生じる可能性がありま

す。

　 (8)保証金及び未収入金について

　　　当社グループのＰＣ販売事業は、フランチャイズ契約に伴う保証金をフランチャイズ本部に対し差し入れております。

また、カード決済にて販売した代金は、一旦フランチャイズ本部にて預りとなるため、フランチャイズ本部が倒産その

他の事由により債務不履行となった場合には、それらの全額または一部が回収出来ない可能性があります。
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　 (9)特定の取引先への依存について

　　　当社グループのＰＣ販売事業は、ＰＣ販売チェーンとのフランチャイズ契約により営業を行っております。当社グルー

プとしては、現状のＰＣ販売事業におけるフランチャイズ契約を維持していく方針ですが、今後このフランチャイズ

契約が終了、もしくは破棄された場合には、当社グループのＰＣ販売事業の業績に影響を与える可能性があります。

　　　また、当社グループの繊維事業の売上の一部は、主に海外の特定の協力工場で生産を依存している紡績糸であり、政情

不安等の事情により紡績糸の生産が停止した場合、当社グループの繊維事業の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　 (10)子会社について

　　当社グループが現在保有している子会社について、今後当社グループが想定する事業展開又は業績への寄与が難しい

場合などの理由により、当社グループ外への譲渡又は清算を行う場合があります。その場合には、当社グループの経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　 (11)為替レートの変動リスクについて　

　　　当社グループの繊維事業の一部については、輸出入取引を行っております。このため、為替レートの急激な変動があっ

た場合、当社グループの繊維事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　 (12)個人情報保護について

　　　当社グループが行う婦人子供服販売事業、ＰＣ販売事業、不動産事業及び繊維事業は、それぞれ事業ごとに個人情報を

含めた秘密情報を保有しており、その情報の外部漏洩に関しては細心の注意を払っております。個人情報を含めた秘

密情報の取扱については、個人情報保護法により個人情報取扱事業者としての法的リスクが発生し、当社グループと

しての法的責任並びに社会的責任を課せられております。万一、漏洩事件が発生した場合、社会的信用問題、個人への

賠償問題、業務面での処分問題等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　 (13)新株予約権の付与について

　　　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。平成19年５月以降新規で発行はしており

ませんが、これらの新株予約権等が目的とする株式の数は、当連結会計年度末現在で合計112,000株であります。発行

済株式総数に、当該新株予約権が全て行使された場合に発行される株式数を加えた株式数に対する、当該新株予約権

が全て行使された場合の割合は0.05％（当連結会計年度末現在）であり、株式価値の希薄化が生じる可能性がありま

す。

　 (14)訴訟その他請求について

　　　当社グループ内の中で、当社及び株式会社プロジェ・ホールディングスにおいて、いくつかの訴訟が現在係争中で　す。

今後についても、こうした訴訟その他請求の内容及び結果によっては、当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

　 (15)人材の確保及び育成について

　　　当社グループにおける各事業において、それぞれの事業展開に合わせた人材の確保及び育成ができない場合には、事業

活動が停滞し、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

(1）株式会社プロジェ・ホールディングスによる株式会社サイバーリップルの株式譲渡

　当社の連結子会社である株式会社プロジェ・ホールディングスは、平成21年８月６日開催の同社取締役会におい

て、株式会社サイバーリップルの全株式をを譲渡することを決議し、平成21年８月６日付で株式譲渡契約を締結、平

成21年８月10日付で譲渡が完了いたしました。

(2）株式会社オーエー・システム・プラザによる孫会社の株式譲渡

　　　　当社の連結子会社である株式会社オーエー・システム・プラザは、平成21年12月25日開催の同社取締役会において、

同社の連結子会社である株式会社ダイヤモンドエージェンシーの同社が保有する全株式を株式会社カンポマリノ

に譲渡することを決議し、平成21年12月25日付で株式譲渡契約を締結、平成22年１月12日付で譲渡が完了いたしま

した。

　　

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おり、財政状態及び経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する以下の分析が行われております。この連結財

務諸表の作成に当たる重要な会計方針につきましては、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記

載しております。

(2）財政状態

①　資産

 　　流動資産は、前連結会計年度末に比べ、16億88百万円減少し、57億43百万円となりました。これは主として、借入金

の返済などにより現預金が８億18百万円減少したこと、受取手形及び売掛金が４億57百万円減少したこと、不動

産価格の下落よるたな卸資産の評価損１億68百万円の計上を行ったことに加え、在庫の圧縮を行ったことによ

り、たな卸資産が３億５百万円減少したこと、その他流動資産が１億17百万円減少したことによるものでありま

す。

 　　固定資産は、前連結会計年度末に比べ、13億41百万円減少し、34億23百万円となりました。これは主として、売却、

除却、減損などによる有形固定資産の減少４億44百万円、連結子会社株式の売却によるのれんの減少などによる

無形固定資産の減少１億60百万円、投資有価証券の売却及び時価評価による評価損の計上による減少１億30百万

円、回収などによる差入保証金の減少３億66百万円、長期貸付金の回収及び破産更生債権等への振替による３億

45百万円の減少、長期未収入金の回収及び破産更生債権等への振替による８億72百万円の減少、貸付金等からの

振替などによる破産更生債権等の増加27億２百万円の増加、その他投資その他の資産の減少４億48百万円及び貸

倒引当金の増加12億73百万円などによる投資その他の資産７億35百万円の減少などによるものであります。

  　　この結果、資産合計としては、91億72百万円（前期比30億43百万円減）となりました。

②　負債

 　　 流動負債は、前連結会計年度末に比べ、21億31百万円減少し、17億11百万円となりました。これは主として短期借

入金が12億51百万円減少したことに加え、支払手形及び買掛金が６億73百万円減少し、その他流動負債が３億４

百万円減少したことによるものです。 

 　　 固定負債は、前連結会計年度末に比べ、２億69百万円減少し、10億79百万円となりました。これは主として、長期

借入金が３億10百万円減少したことによるものです。

 　　 この結果、負債合計としては、27億91百万円（前期比24億円減）となりました。

(3）経営成績の分析

①　売上高及び売上総利益

　売上高は前期と比べ52億9百万円減少し、128億91百万円となりました。売上高の事業別内訳は、婦人子供服販売

事業27億46百万円(前期比33.0％減）、ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業16億72百万円（前期比65.1％

減）、ＰＣ販売事業59億17百万円（前期比9.6％減）、不動産事業18億31百万円（前期比17.7％増）、繊維事業7億

24百万円（前期比34.3％減）となりました。

　婦人子供服販売事業においては不採算店舗の閉店など店舗数を大幅に減らしたこと、ＩＴ・デジタルメディア

・コンテンツ事業においては当連結会計年度中に当該事業を営む連結子会社３社の全株式を譲渡し、また１社の

清算を結了したことにより連結範囲から除外をしたこと、繊維事業において紡績の受注が大幅に減少したことな

どが原因であります。

　売上総利益は、前期と比べ８億38百万円減少し、30億20百万円となりましたが、売上高に対する比率は、21.3％か

ら23.4％に改善いたしました。これは前連結会計年度では取得価格よりも低い価格で販売せざるを得ない状況で

あった不動産事業において、改善がみられた事が主な要因であります。

②　販売費及び一般管理費、営業利益、経常利益

　販売費及び一般管理費は、前期と比べ20億94百万円減少し、34億55百万円となりました。売上高に対する比率は、

30.7％から26.8％と減少いたしました。これは、売上高の減少よりも販売費及び一般管理費の削減率が大きかっ

たためであります。この結果、営業損失は前期と比べ12億56百万円減少して４億35百万円の営業損失となりまし

た。

　経常利益は、営業外損益が前期と比べ13百万円営業外損失が増え４億71百万円の経常損失となりました。これ

は、その他営業外収益の減少によるものです。
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③　特別損益

　特別利益として、３億12百万円計上しました。これは、関係会社株式売却益１億11百万円、新株予約権戻入益82百

万円、投資有価証券売却益56百万円、貸倒引当金戻入額49百万円等によるものであります。

　特別損失として、８億２百万円計上しました。これは、減損損失３億83百万円、たな卸資産評価損１億68百万円、

店舗閉鎖損失１億12百万円、投資有価証券評価損83百万円、事務所移転費用39百万円などによるものであります。

④　当期純損失

　当期純損失は前期と比べ10億65百万円減少し、７億67百万円の当期純損失となりました。また、１株当たり当期

純損失は前期と比べ4円70銭減少し、3円20銭の１株当たり当期純損失となりました。

(4）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の期末残高は、前期末と比べ７億52百

万円減少し、23億88百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

　営業活動による資金収支は４億94百万円の支出（前連結会計年度は４億15百万円の支出）となりました。これ

は主に、税金等調整前当期純損失９億61百万円、減損損失３億83百万円、仕入債務の減少額３億82百万円、売上債

権の減少額２億８百万円、たな卸資産評価損１億68百万円、たな卸資産の減少額１億28百万円、関係会社株式売却

益１億11百万円、その他流動資産の減少額１億75百万円、その他流動負債の減少額２億17百万円等によるもので

あります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動による資金収支は５億41百万円の収入（前連結会計年度は４億15百万円の収入）となりました。これ

は主に、差入保証金の回収による収入２億51百万円、定期預金の払戻による収入81百万円、長期貸付金の回収によ

る収入１億９百万円、投資有価証券の売却による収入１億39百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却に

よる支出88百万円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入57百万円等によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動による資金収支は７億87百万円の支出（前連結会計年度は56百万円の支出）となりました。これは主

に、短期借入金の純増減による支出５億66百万円、及び長期借入金の返済による支出２億32百万円等によるもの

であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資の総額は７百万円であり、その主なものはＰＣ販売事業を行っております株式会

社オーエー・システム・プラザの店舗用設備の増設(４百万円）であります。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（名）建物

工具、器具及び
備品

合計

東京本社

（東京都港区）
全社（共通） 本社 － － － 5

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業

員数
（名）

建物及び
構築物

土地
（面積㎡）

その他 合計

㈱エルメ
原宿店　他15店

舗

婦人子供服

販売事業
店舗設備 9,788 － 2,66012,449

18

 [46] 

㈱オーエー・

システム・プ

ラザ

徳島店（注）６

他２店舗

ＰＣ販売事

業
店舗設備 213,878

218,000

 （925.98)
12,495444,373

26

[26] 

旧秋葉原店

他５店舗
不動産事業

賃貸用不動

産

本社

200,362
1,108,400

(1097.5)　
6101,309,372

5

[1] 

　（注）１　上記金額には消費税は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員であります。

３　従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。　

４　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品等であります。

５  上記の他に重要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は以下のとおりであります。　　　

　事業所名

(所在地)
　事業の種類別セグメントの名称 　設備の内容 　面積㎡

　年間賃借料

(千円)　

　一宮名岐バイパス店

(愛知県一宮市)　
　ＰＣ販売事業 　店舗用土地 　3428.96 20,880

　半田インター店

(愛知県半田市)　
　ＰＣ販売事業 　店舗用土地 　2479.66 12,600

　徳島店

(徳島県徳島市)　
　ＰＣ販売事業 　店舗用建物 　892.14 　12,000

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

　　　 該当事項はありません。

 

   （2)重要な設備の除却等

　     該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 670,000,000

計 670,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月31日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 239,935,000 239,935,000
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 239,935,000 239,935,000 － －

　（注）　提出日現在の発行数には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。

株主総会の特別決議日（平成15年５月22日）

 
事業年度末現在

（平成22年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成22年４月30日）

新株予約権の数 380個（注）１ 380個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数  380,000株  380,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり55円（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年７月１日～

平成25年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　55円

資本組入額　28円
同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の発行にかかる取締役会に

おいて割当てを受けたもの（以下、「新

株予約権者」という）は、新株予約権行

使時において、当社若しくは当社関連の

取締役、相談役、監査役、顧問、社員及び

契約社員であることを要する。

　新株予約権者の相続人による新株予約

権の行使は認めない。

　その他の条件は、株主総会及び新株予

約権発行の取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権者との間で締結する契約

で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡については、当社取

締役会の承認を要する。

　新株予約権の質入その他の処分は認め

ない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－ －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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株主総会の特別決議日（平成15年12月25日）

 
事業年度末現在

（平成22年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成22年４月30日）

新株予約権の数 1,945個（注）１ 1,945個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　　1,945,000株 　　1,945,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり134円（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年６月１日～

平成23年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　 134円

資本組入額　　67円
同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者の相続人

による新株予約権の行使

は認めない。

　その他の条件は、平成15

年12月25日開催の臨時株

主総会決議及び平成16年

４月26日開催の取締役会

決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結

する契約で定めるところ

による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権の譲渡につ

いては、当社取締役会の

承認を要する。

　新株予約権の質入その

他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

株主総会の決議日（平成19年５月25日）

 
事業年度末現在

（平成22年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成22年４月30日）

新株予約権の数 112（注）１ 103（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 112,000株 103,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり69円（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年６月１日～

平成25年５月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　69円

資本組入額　　  35円
同左

新株予約権の行使の条件

　対象者として新株予約権を付与され

た者は、新株予約権行使時においても、

当社または当社の子会社の取締役また

は従業員であることを要する。ただし、

解任によらない退任、定年による退職

その他正当な理由のある場合にはこの

限りでない。

　その他の権利行使の条件は、取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約権割当契

約」により定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権の譲渡については、当社取

締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－ －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

　　ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整

し、調整の結果生じる１株未満の株式数は切り捨てる。

調整後株式数  ＝  調整前株式数  × 分割・併合の比率

２　新株予約権割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 

 既発行

 株式数
 ×

 調整前

 払込金額  
＋ 

新規発行

 株式数 
×

１株当たり

払込金額

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

適用ありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年３月１日～

平成18年２月28日

（注）１

62,345 135,7414,243,2985,278,3604,214,7634,249,079

平成18年３月１日～

平成19年２月28日

（注）１

241 135,982 14,1585,292,51814,1074,263,186

平成19年３月２日

 （注）２
20,000 155,982 770,0006,062,518770,0005,033,186

平成19年４月24日

 （注）３
13,953 169,935 － 6,062,5181,048,4036,081,589

平成19年６月29日

 （注）４
－ 169,935 － 6,062,518△5,000,0001,081,589

平成20年４月11日 

 （注）５
70,000 239,935 560,0006,622,518560,0001,641,589

（注）１　新株予約権の行使による増加であります。

        ２　平成19年３月２日を払込期日とするRising Sun International Investment Fundへの第三者割当増資によ

り、発行済株式数が20,000千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ770,000千円増加しております。

発行価格77円、資本組入額38.5円

        ３　平成19年４月24日を株式交換期日とする、グローバル・ファンデックス株式会社株式との株式交換による増

加であります。

４　平成19年５月25日開催の定時株主総会決議に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたも

のであります。

５　平成20年４月11日を払込期日とするベルリバーファイナンス株式会社への第三者割当増資により、発行済株

式数が70,000千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ560,000千円増加しております。

発行価格16円、資本組入額８円

（６）【所有者別状況】

 平成22年２月28日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 11 90 10 13 7,519 7,645 －

所有株式数

（単元）
－ 859 767 10,14137,528 232 190,349239,87659,000

所有株式数の

割合（％）
－ 0.36 0.32 4.23 15.64 0.10 79.35 100.00－

　（注）自己株式6,543株は「個人その他」に６単元、「単元未満株式の状況」に543株を含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

江藤　鉄男 東京都新宿区 62,200 25.92

エスアイエックス　エスアイエ

ス　エルティーディー（常任代

理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行）

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN 

SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

35,491 14.79

エフシーインシュランス株式

会社
東京都千代田区神田小川町3丁目10番7号 6,870 2.86

安ヵ川　英郎 愛知県尾張旭市 2,102 0.87

豊岡　幸治 東京都品川区 1,549 0.64

蓮實　高行 東京都世田谷区 1,428 0.59

五十嵐　則夫 栃木県宇都宮市 1,159 0.48

平山　和広 埼玉県さいたま市南区 1,107 0.46

東田　信一 大阪府吹田市 1,010 0.42

長谷部　隆雄 埼玉県さいたま市浦和区 1,000 0.41

計 － 113,916 47.47

　 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式     6,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式  

239,870,000
239,870 －

単元未満株式
普通株式  

59,000
－

１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 239,935,000 － －

総株主の議決権 － 239,870 －

　（注）単元未満株式には、当社所有の自己株式543株が含まれております。

 

②【自己株式等】 平成22年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ステラ・グループ株

式会社

大阪市中央区瓦町

一丁目６番10号
6,000 － 6,000 0.00

計 － 6,000 － 6,000 0.00
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（９）【ストックオプション制度の内容】

①　第１回ストックオプション（平成15年５月22日決議分）

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社若しくは当社関連の取締役、監査役、社員及び契約社員に対して新株予

約権を無償で発行することを、平成15年５月22日開催の定時株主総会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成15年５月22日　

付与対象者の区分及び人数
当社若しくは当社関連の取締役、監査役（６名）

当社若しくは当社関連の社員及び契約社員（71名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

②　第２回ストックオプション（平成15年12月25日決議分）

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及びグループ会社の取締役、監査役、従業員ならびに当社経営戦略上重

要な支援者に対して新株予約権を無償で発行することを、平成15年12月25日開催の臨時株主総会において決議された

ものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成15年12月25日

付与対象者の区分及び人数

当社及びグループ会社の取締役、監査役（13名）

当社及びグループ会社の従業員（35名）

当社経営戦略上重要な支援者（９名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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③　第10回ストックオプション（平成19年５月25日決議分）

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法第236条、第238条及

び第239条の規定に基づき、当社及びグループ会社の取締役、従業員に対して新株予約権を無償で発行することを、平

成19年５月25日開催の定時株主総会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成19年５月25日

付与対象者の区分及び人数
当社及びグループ会社の取締役（７名）

当社及びグループ会社の従業員（174名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

２【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

 （１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項ありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項ありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 2,198 5,626

当期間における取得自己株式  150  57

 （注）当期間における取得自己株式には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

 引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

 消去の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

 その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

 保有自己株式数 6,543 － 6,693 －

 （注）１．当期間における処理自己株式には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡による株式は含まれておりません。

 ２．当期間における保有自己株式数には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけており、１株当たり利益を向上させ

ることが責務であると認識しております。また、企業体質の強化や将来の事業展開のためには、利益の内部留保も重要

であると認識しており、安定配当を継続的に実施することを基本方針として、その時々の経営環境や、業績の推移、配

当性向及び事業展開を総合的に勘案しつつも最適な利益配分を積極的に実施してまいります。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としておりますが、定款で中間配当及び期末

配当以外に基準日を定めて剰余金を配当することができる旨を定めております。配当の決定機関は、取締役会であり

ます。

　当事業年度の配当につきましては、当期純損失となったため見送らせていただきました。

　また、内部留保金につきましては、今後の経営環境の変化に対応すべく、経営基盤の強化及び今後の事業に備え、長期

的な視点で有効に活用してまいります。

　なお、当社は、取締役会の決議により、「毎年８月31日の株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に

対し、金銭による剰余金の配当（中間配当）をおこなうことができる」旨を定款に定めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期
決算年月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

最高（円） 595 258 98 25 15

最低（円） 106 74 13 2 2

　（注）　株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年９月 10月 11月 12月 平成22年１月 ２月

最高（円） 8 7 6 6 5 4

最低（円） 4 4 4 3 3 3

　（注）　株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役

社長
－ 津田　由行 昭和44年８月６日生　

平成４年４月 東京リコー㈱（現リコー販売㈱）

入社

(注)２ －

平成８年９月 ㈱穴吹工務店入社

平成18年３月㈱やすらぎ入社

平成18年11月㈱エイテック入社　

平成19年７月 当社入社

平成20年３月当社総務人事部長

平成20年５月㈱オーエー・システム・プラザ取

締役（現任）　

平成21年５月 ㈱エルメ監査役

平成22年２月

平成22年５月

　　　

同社代表取締役社長（現任）

㈱プロジェ・ホールディングス取

締役（現任）

当社代表取締役社長（現任）　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役 管理部長 松本　豊一　　 昭和39年11月４日生　

平成３年６月

平成14年６月

平成17年５月

　

平成21年10月

平成22年５月

　　　

当社入社

当社財務経理部長

㈱エルメ・リィーテイル（現㈱エ

ルメ）取締役管理部長

同社管理部長

当社取締役管理部長（現任）　

(注)２ 30,000

取締役 － 森田　宏文　 昭和44年７月６日生

平成４年４月

　

平成11年１月

　

平成12年５月

平成15年３月

平成16年５月

平成18年３月

　

平成19年５月

　

　　　　　　

平成20年４月

平成20年５月

　

平成21年１月

　

平成21年３月

　

平成21年５月

平成22年５月

平成22年５月

　

平成22年５月

　

㈱東海銀行（現㈱三菱東京UFJ銀

行）入行

INAひまわり生命保険㈱(現損保

ジャパンひまわり生命保険㈱）入

社

アリコジャパン入社

TRNコーポレーション㈱取締役

同社監査役

㈱グローバルコーポレーション監査役

同社取締役

㈱プロジェ・ホールディングス取

締役

同社代表取締役社長

当社取締役

㈱ドーコーボウ取締役

㈱プロジェ・ホールディングス取

締役

㈱グローバルコーポレーション代

表取締役社長

㈱ドーコーボウ監査役

㈱ドーコーボウ取締役（現任）

㈱プロジェ・ホールディングス 

代表取締役社長（現任）

当社取締役（現任）

(注)２　 －

取締役 － 上野　孝一 昭和37年３月８日生

平成14年８月

平成18年１月

平成18年７月

平成18年11月

　

平成19年９月

平成19年11月

平成20年５月

　

　

　

平成20年８月

　

平成21年１月

　

　

平成21年５月

平成22年５月

　

平成22年５月

物産パッケージサービス㈱入社

当社入社　財務経理部長

当社執行役員財務経理部長

同興紡績㈱（現㈱プロジェ・ホー

ルディングス）取締役

当社経理部長

当社取締役

㈱オーエー・システム・プラザ取締役

㈱プロジェ・ホールディングス取

締役

当社常務取締役

㈱プロジェ・ホールディングス取

締役副社長

㈱プロジェ・ホールディングス代

表取締役社長

当社取締役（現任）

㈱ドーコーボウ取締役（現任）

㈱オーエー・システム・プラザ取

締役（現任）

㈱プロジェ・ホールディングス

取締役（現任）

(注)２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役

（常勤）　
－ 上野　善博 昭和25年７月18日生

昭和49年４月㈱ニチイ（現㈱マイカル）入社

(注)４ 25,000

昭和59年２月当社入社

平成14年５月当社取締役

平成16年５月㈱エルメ・リィーテイル（現㈱エ

ルメ）取締役

平成17年５月同社代表取締役社長

平成19年11月当社取締役

平成21年10月㈱エルメ顧問　

平成22年２月

　

同社監査役（現任）

平成22年５月 当社常勤監査役（現任）

監査役 － 湯浅　　薫 昭和26年１月26日生

昭和49年4月井上工業㈱入社

(注)３ 1,000

平成３年10月同社経理部長兼海外事業部長

平成10年10月井上トレーディング㈱常務取締役

平成12年10月㈱ブックマークエンタープライズ

　経営企画室長

平成15年９月 ㈱ＢＭＥコンサルティング設立　

代表取締役社長（現任）

平成16年10月㈱ブックマークエンタープライズ

　取締役（現任）

平成17年６月 ㈱ＡＴ取締役（現任）

平成19年５月当社監査役

平成20年３月

平成22年５月

当社常勤監査役

当社監査役（現任）　

監査役 － 杉原　正芳 昭和22年10月17日生

昭和47年４月弁護士登録

橋本法律事務所（現橋本・杉原法

律事務所）入所（現任）
(注)３ －

平成17年５月当社監査役（現任）

計 56,000

　（注）１　監査役　湯浅薫氏及び杉原正芳氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　２　平成22年５月28日付定時株主総会での選任から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までが任期であります。

３　平成19年５月25日付定時株主総会での選任から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までが任期であります。

４　平成22年５月28日付定時株主総会での選任から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までが任期であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、コーポレート・ガバナンスが重要な課題であると認識しており、経営管理組織における牽制機能等によって

経営の透明性を高め、健全で効率的な経営を行うことを基本としております

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の基本説明

　当社は、取締役会、監査役会及び会計監査人制度採用会社であります。

　当連結会計年度末現在、取締役会については、取締役４名で構成されており、原則として毎月定時取締役会を開

催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し又は取締役会の書面決議を行うことで重要事項については

迅速に意思決定がなされていて、また業務執行の監督も行っております。なお、提出日現在の取締役は４名であり

ます。

　当連結会計年度末現在、監査役は、３名（内、社外監査３名）で構成されており、取締役会その他重要な会議等に

参加して取締役の業務執行状況の適法性を監査し、必要に応じて意見を述べております。なお、提出日現在の監査

役は３名（内、社外監査役２名）であります。

②　図表

③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　当社では、定時取締役会、臨時取締役会を適宜開催する他、社長を含めて経営会議（常務会）を開催し、子会社及

び関係会社を含めた経営課題の検討や報告の場としております。

④　内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査は社長直轄の内部統制室（１名）によって、監査役とは監査の実効性を高めるため情報交換を

行うことでお互いに意思疎通に努めているほか、併せて会計監査人である監査法人と連携し、その業務を遂行し

ております。

　監査役監査は、監査役２名（常勤監査役１名及び非常勤監査役２名、うち社外監査役２名）が取締役会の出席、

監査役会の開催にとどまらず、必要に応じて代表取締役との業務報告会の開催、その他取締役、使用人及び会計監

査人との情報交換を行い、意思疎通に努めることで、業務執行状況の監査の実効性を高めております。
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⑤　会計監査の状況

　当社は、会社法監査と金融商品取引法監査について、フロンティア監査法人と監査契約を締結しております。な

お、同監査法人と当社監査に従事する同監査法人の指定社員・業務執行社員との間には、特別な利害関係はあり

ません。

ａ　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

指定社員業務執行社員　藤井　幸雄（フロンティア監査法人）

指定社員業務執行社員　遠田　晴夫（フロンティア監査法人）

ｂ　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　４名、会計士補等　７名

(2）リスク管理体制の整備の状況

　企業の社会的責任を自覚し、法令等の遵守、企業倫理の徹底等を通して社会に貢献し、信頼される企業としての持

続的発展を目指し、「企業行動基準」を策定することで役員及び従業員の行動指針を明示し、さらに、「コンプライ

アンス規程」を制定することで役員及び従業員の遵法意識の徹底を進めております。具体的なリスクへの対応につ

いては、「リスク管理規程」を制定し、リスクが顕在化した場合に迅速的確に対応できるよう社内体制の整備を進

めております。

　また、重要な法務的、会計的課題につきましては、顧問弁護士及び会計監査人その他社外の専門家に相談し、必要な

協議、検討を随時実施しております。

(3）役員報酬の内容

区分
社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計
支給
人員

支給額
支給
人員

支給額
支給
人員

支給額
支給
人員

支給額
支給
人員

支給額

 名 千円 名 千円 名 千円 名 千円 名 千円

定款又は株主総会決議

に基づく報酬
5 11,715－ － 1 600 4 4,400 10 16,715

利益処分による役員賞

与
－ － － － － － － － － －

株主総会決議に基づく

退職慰労金
－ － － － － － － － － －

計 5 11,715－ － 1 600 4 4,400 10 16,715

　（注）上記の社内取締役の報酬には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含んでおりません。

(4）社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係

　社外監査役

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係

湯浅　薫　 当社の監査役
当期末現在での当社株式保有残高

－　 －
1,000株　

杉原　正芳 当社の監査役

当期末現在での新株予約権保有個

数 － －

20個（20,000株）
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(5）責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）及び

監査役（監査役であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議により免除するこ

とができる旨を定款で定めております。これは、取締役及び監査役が、その期待される役割を十分に発揮できるよう

にすることを目的とするものです。

 　　　 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間において、会社法第423

条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ無重過失のときは、法令が定める額を上限として

責任限定契約を締結しております。

(6）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによる株主総会の特別決議要件について、株主総会の円滑な運営を目的とし

て、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨、定款に定めております。

(7）取締役会で決議できる株主総会決議事項

①　自己株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して資本政策を機動的に遂行することを可能とする

ため、会社法第165条第２項の定めに基づき、取締役会決議をもって市場取引等により自己株式を取得することが

できる旨を定款で定めております。

②　剰余金の配当

          当社は、剰余金の配当等を機動的に、そして、随時配当を可能とする目的で、剰余金の配当等会社法第459条第１

項に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定めることができる旨

を定款で定めております。

　        また、当社は、取締役会決議により毎年８月31日を基準日とした剰余金の配当（中間配当）をはじめ、基準日を

定めて剰余金を配当できる旨定款に定めております。これも株主への機動的な利益還元を可能にするためであり

ます。

    (8）取締役の員数

 　　　　 当社の取締役の員数は３名以上とする旨を定款に定めております。

    (9）取締役の選任の決議要件

 　　　　 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

　　　　  また、取締役の選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

    (10)取締役の任期

          当社は、取締役の任期について、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする旨を定款に定めております。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － 28,000 －

連結子会社 － － 24,000 －

計 － － 52,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

　 当社の連結子会社である株式会社オーエー・システム・プラザの監査は明誠監査法人が行っており、当連結会

計年度に係る報酬額は18,000千円であります。　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　 該当事項はありません。　　

④【監査報酬の決定方針】

　 該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案した上で決定しております。　
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

　(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年３月１日から平成21年

２月28日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）の財務諸表に

ついては、プライム監査法人の監査を受け、また、当連結会計年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日ま

で）の連結財務諸表及び当事業年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）の財務諸表について、フロ

ンティア監査法人により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次の通り交代しております。　

前連結会計年度及び前事業年度　プライム監査法人

当連結会計年度及び当事業年度　フロンティア監査法人
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年２月28日)

当連結会計年度
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 3,068,454

※1
 2,249,983

受取手形及び売掛金 ※3, ※4
 983,845

※4
 526,484

たな卸資産 ※1
 2,708,212 －

商品及び製品 － 1,128,420

販売用不動産 － 1,084,208

仕掛品 － 10,300

仕掛販売用不動産 － 178,647

原材料及び貯蔵品 － 1,432

その他 686,365 568,478

貸倒引当金 △14,405 △4,120

流動資産合計 7,432,472 5,743,835

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 952,714

※1
 813,391

土地 ※1
 1,361,659

※1
 1,087,207

その他（純額） 48,838 17,721

有形固定資産合計 ※2
 2,363,212

※2
 1,918,321

無形固定資産

のれん 177,734 60,762

その他 49,512 5,540

無形固定資産合計 227,246 66,302

投資その他の資産

投資有価証券 158,694 27,950

長期貸付金 851,765 506,299

差入保証金 ※1
 1,828,176 1,461,210

長期未収入金 933,891 61,507

破産更生債権等 － 2,702,284

その他 484,268 35,397

貸倒引当金 △2,082,192 △3,355,579

投資その他の資産合計 2,174,604 1,439,070

固定資産合計 4,765,063 3,423,695

繰延資産 18,399 5,288

資産合計 12,215,935 9,172,819
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年２月28日)

当連結会計年度
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1, ※4
 1,205,021

※1, ※4
 531,048

短期借入金 ※1, ※5
 2,003,724

※1, ※5
 751,980

未払法人税等 59,785 53,962

賞与引当金 23,509 20,566

店舗閉鎖損失引当金 － 48,879

役員賞与引当金 3,251 －

その他の引当金 － 61,949

その他 547,860 243,527

流動負債合計 3,843,151 1,711,914

固定負債

長期借入金 ※1
 858,340

※1
 548,110

繰延税金負債 107,960 124,249

退職給付引当金 133,481 72,190

長期預り保証金 154,269 156,618

負ののれん － 114,049

その他 94,737 64,400

固定負債合計 1,348,789 1,079,618

負債合計 5,191,940 2,791,532

純資産の部

株主資本

資本金 6,622,518 6,622,518

資本剰余金 6,273,015 6,273,015

利益剰余金 △8,612,012 △9,103,464

自己株式 △184 △190

株主資本合計 4,283,336 3,791,878

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △26,380 △1,040

評価・換算差額等合計 △26,380 △1,040

新株予約権 111,058 30,356

少数株主持分 2,655,980 2,560,091

純資産合計 7,023,995 6,381,286

負債純資産合計 12,215,935 9,172,819
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高 18,101,068 12,891,894

売上原価 ※1
 14,242,075

※1
 9,871,492

売上総利益 3,858,993 3,020,402

販売費及び一般管理費 ※2
 5,550,507

※2
 3,455,671

営業損失（△） △1,691,513 △435,268

営業外収益

受取利息 12,230 5,053

受取配当金 65,557 36,903

受取手数料 4,309 3,734

負ののれん償却額 － 6,002

その他 33,577 8,718

営業外収益合計 115,675 60,412

営業外費用

支払利息 99,450 72,696

株式交付費償却 16,450 14,362

支払手数料 3,594 －

租税公課 1,925 1,808

その他 16,886 7,306

営業外費用合計 138,306 96,173

経常損失（△） △1,714,144 △471,029

特別利益

固定資産売却益 － 113

投資有価証券売却益 21,572 56,262

関係会社株式売却益 － 111,192

貸倒引当金戻入額 83,183 49,891

新株予約権戻入益 540 82,907

受取和解金 53,817 －

その他 22,774 11,892

特別利益合計 181,888 312,260

特別損失

たな卸資産評価損 1,707,417 168,000

固定資産売却損 ※4
 1,352 0

固定資産除却損 ※5
 86,861

※5
 13,812

減損損失 ※6
 197,324

※6
 383,399

店舗閉鎖損失 ※3
 70,577

※3
 112,194

事務所移転費用 22,637 39,886

投資有価証券評価損 484,820 83,615

貸倒引当金繰入額 738,617 1,000

その他 242,722 734

特別損失合計 3,552,331 802,642
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

税金等調整前当期純損失（△） △5,084,587 △961,411

法人税、住民税及び事業税 41,215 16,455

法人税等調整額 △922,541 3,385

法人税等合計 △881,326 19,840

少数株主損失（△） △2,369,998 △213,758

当期純損失（△） △1,833,262 △767,493
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 6,062,518 6,622,518

当期変動額

新株の発行 560,000 －

当期変動額合計 560,000 －

当期末残高 6,622,518 6,622,518

資本剰余金

前期末残高 5,713,015 6,273,015

当期変動額

新株の発行 560,000 －

当期変動額合計 560,000 －

当期末残高 6,273,015 6,273,015

利益剰余金

前期末残高 △6,778,749 △8,612,012

当期変動額

当期純損失（△） △1,833,262 △767,493

連結範囲の変動 － 276,041

当期変動額合計 △1,833,262 △491,452

当期末残高 △8,612,012 △9,103,464

自己株式

前期末残高 △158 △184

当期変動額

自己株式の取得 △26 △5

当期変動額合計 △26 △5

当期末残高 △184 △190

株主資本合計

前期末残高 4,996,625 4,283,336

当期変動額

新株の発行 1,120,000 －

当期純損失（△） △1,833,262 △767,493

自己株式の取得 △26 △5

連結範囲の変動 － 276,041

当期変動額合計 △713,288 △491,457

当期末残高 4,283,336 3,791,878
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △11,203 △26,380

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15,177 25,340

当期変動額合計 △15,177 25,340

当期末残高 △26,380 △1,040

評価・換算差額等合計

前期末残高 △11,203 △26,380

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15,177 25,340

当期変動額合計 △15,177 25,340

当期末残高 △26,380 △1,040

新株予約権

前期末残高 105,585 111,058

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,473 △80,702

当期変動額合計 5,473 △80,702

当期末残高 111,058 30,356

少数株主持分

前期末残高 5,298,848 2,655,980

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,642,867 △95,889

当期変動額合計 △2,642,867 △95,889

当期末残高 2,655,980 2,560,091

純資産合計

前期末残高 10,389,856 7,023,995

当期変動額

新株の発行 1,120,000 －

当期純損失（△） △1,833,262 △767,493

自己株式の取得 △26 △5

連結範囲の変動 － 276,041

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,652,571 △151,251

当期変動額合計 △3,365,860 △642,708

当期末残高 7,023,995 6,381,286
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △5,084,587 △961,411

減価償却費 131,720 77,962

減損損失 197,324 383,399

のれん償却額 118,826 8,300

繰延資産償却額 16,450 14,362

たな卸資産評価損 1,707,417 168,000

負ののれん償却額 － △6,002

貸倒引当金の増減額（△は減少） 630,618 △46,987

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,199 △19,931

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 48,879

その他の引当金の増減額（△は減少） － 61,949

受取利息及び受取配当金 △57,787 △41,956

支払利息 99,450 72,696

新株予約権戻入益 － △82,907

固定資産売却損益（△は益） 1,352 △113

固定資産除却損 86,861 13,812

投資有価証券売却損益（△は益） △6,953 △56,262

投資有価証券評価損益（△は益） 484,820 83,615

関係会社事業譲渡損 59,681 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △111,192

売上債権の増減額（△は増加） 459,645 208,376

不動産共同事業出資金の増減額（△は増加） 1,345,000 －

たな卸資産の増減額（△は増加） 645,104 128,009

仕入債務の増減額（△は減少） △492,331 △382,650

その他の流動資産の増減額（△は増加） △443,889 175,589

その他の流動負債の増減額（△は減少） △276,326 △217,429

その他 4,168 19,883

小計 △367,235 △462,008

利息及び配当金の受取額 58,036 42,204

利息の支払額 △81,584 △52,888

法人税等の還付額 62,066 2,620

法人税等の支払額 △86,381 △24,089

営業活動によるキャッシュ・フロー △415,098 △494,162
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △29,783 △7,451

有形固定資産の売却による収入 82 194

無形固定資産の取得による支出 △11,066 △915

投資有価証券の取得による支出 △2,395 －

投資有価証券の売却による収入 41,703 139,863

定期預金の預入による支出 △81,500 △9,371

定期預金の払戻による収入 120,000 81,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △82,525 －

差入保証金の差入による支出 △43,930 △5,073

差入保証金の回収による収入 355,875 251,957

子会社株式の取得による支出 △176,750 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 266,950 －

長期貸付けによる支出 △259,903 －

長期貸付金の回収による収入 365,000 109,200

関係会社事業譲渡による収入 ※3
 139,971 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※4
 57,462

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ ※4
 △88,161

その他 △186,552 13,063

投資活動によるキャッシュ・フロー 415,176 541,768

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 1,111,367 －

社債の償還による支出 △105,000 －

長期借入れによる収入 541,510 －

長期借入金の返済による支出 △707,598 △232,024

短期借入金の純増減額（△は減少） △721,300 △566,605

自己株式の取得による支出 △26 △5

連結子会社の配当金の支払額 △103,284 －

その他 △71,925 10,728

財務活動によるキャッシュ・フロー △56,257 △787,906

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,395 △2,012

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △53,784 △742,312

現金及び現金同等物の期首残高 3,194,029 3,140,245

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △9,696

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 3,140,245

※1
 2,388,235
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【継続企業の前提に関する事項】

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当社グループは、前連結会計年度において営業損失651百

万円、当期純損失5,958百万円を計上し、当連結会計年度に

おいても営業損失1,691百万円、当期純損失1,833百万円を

計上しました。営業キャッシュ・フローにおいても５期連

続してマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。

当連結会計年度における主たる原因は、当社連結子会社

である株式会社プロジェ・ホールディングス及び株式会社

グローバルコーポレーションが行っている不動産事業を取

り巻く環境の急激な変化に伴い、不動産価格が大幅に下落

し、多額の販売用不動産評価損が発生したこと、及び取得価

額を下回る価格での売却を余儀なくされたことによるもの

であります。

連結財務諸表作成会社である当社は、こうした状況を改

善すべく、グループ各社における財務体質の強化・改善に

取り組んでおります。当連結会計年度末（平成21年２月28

日現在）において、当社グループが保有する現預金残高は

3,068百万円であり、現在はグループ各社に対して、キャッ

シュ・フローを重視しながら運営するよう指導を行ってお

り、資金繰りに支障はございません。

今後につきましては、当社グループの連結において、営業

利益ベースの黒字化を達成すべく、当社グループ各社にお

いて経営合理化による経費削減を図り、キャッシュ・フ

ローを重視しながら、既存事業の強化、改善による収益の確

保を図ってまいります。

特に当社グループ内で収益インパクトが大きい、不動産

事業を行っている株式会社プロジェ・ホールディングスに

つきましては、人員の大幅削減、本社事務所の移転等の経営

合理化策及び、不動産事業領域の選択と集中により確実に

収益を確保すべく、同社事業の再構築を進めさせておりま

す。

また、当社としましても、現状を打破し、今後安定的に収

益が計上できるような企業体制の再構築に向けた動きにつ

いては、成果に結びつけられるように、引き続き行ってまい

ります。

なお、当社は、平成19年３月22日付でグローバル・ファン

デックス株式会社の株式を取得し子会社化したことに伴

い、株式会社大阪証券取引所より同所の「不適当な合併

等」の規定に基づき、当社が実質的な存続会社ではないと

され、当社は平成19年４月13日付で「猶予期間」に入って

おります。現在の当社は既に同社株式を譲渡し、当社グルー

プ全体における不動産事業の占める割合も大幅に縮小して

いる状況であり、今後、グループ体制の建て直しと収益確保

を図り、猶予期間期限の平成23年２月末迄の解除を目指し

てまいります。

当社グループは、前連結会計年度において営業損失1,691

百万円、当期純損失1,833百万円を計上し、当連結会計年度

においても営業損失435百万円、当期純損失767百万円を計

上しました。営業キャッシュ・フローにおいても６期連続

してマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重要

な疑義を生じさせる状況が存在しております。

連結財務諸表作成会社である当社は、こうした状況を改

善すべく、グループ全体でキャッシュ・フローを重視し、財

務体質の改善に取り組んでおります。当連結会計年度末

（平成22年２月28日現在）において当社グループが保有す

る現預金残高は22億49百万円であり、資金繰りに支障はご

ざいません。今後につきましても、グループ各社において経

営合理化による経費削減を継続しながら、キャッシュ・フ

ローを重視し、既存事業の強化・改善により収益確保を

図ってまいります。

また、当社は、平成19年３月22日付でグローバル・ファン

デックス株式会社の株式を取得し子会社化したことに伴

い、株式会社大阪証券取引所より同所の不適当な合併等の

規定に基づき、当社が実質的な存続会社ではないとされ、当

社は平成19年４月13日付で上場猶予期間に入っておりま

す。

当社は、株式会社大阪証券取引所へ過去２回の改善報告

書を提出しております。同所の有価証券上場規程平成21年

12月30日改正付則第２項に基づき、「当該規則施行日（平

成21年12月30日）から過去５年以内に改善報告書を１回提

出している場合は公表措置を、改善報告書を２回提出して

いる場合は公表措置及び警告措置を講じているものとみな

します」に該当し、株式会社大阪証券取引所から平成19年

12月４日に公表措置、平成20年７月２日に警告措置を受け

たとみなされております。従いまして、公表措置を受けたと

みなされた日から起算して５年以内に「適時開示規則第２

章（会社情報の適時開示等）」又は「企業行動規範に関す

る規則第２章（遵守すべき事項）」の規程に違反し、警告

措置を受けた場合には株式会社大阪証券取引所の定める株

券上場廃止基準に該当することになります。

当該状況により、継続企業の前提に重要な不確実性が認

められるため、継続企業の前提に関する注記を記載してお

ります。　

連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、

継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結財務

諸表には反映しておりません。　
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前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

また、当社は株式会社大阪証券取引所より同所の「上場

有価証券の発行者の会社情報の適時開示等」の規定に基づ

き、平成19年12月４日付で「改善報告書」を提出いたしま

した。しかし、平成20年６月、提出後６ヶ月間の改善状況を

報告したところ、その実施状況及び運用状況の内容が不十

分とされ、再度「改善報告書」の提出要請を受け、平成20年

７月２日付で提出いたしました。このため、当社は平成19年

12月４日から５年以内に、株式会社大阪証券取引所が３度

目の「改善報告書」の提出を求めることが必要と認めたと

きは、株券上場廃止基準に該当することになりました。この

ため、当社は今後二度とこうした指摘を受けることがない

よう、グループ全体で改善に取り組んでおります。

当社グループは、こうした旧経営陣に起因する過去の出

来事等により、当社グループを取り巻くレピュテーション

・リスク（評価・評判の低下に伴うリスク）が増大し、そ

のことにより、当社グループ全体が大きく影響を受けてい

ることも十分認識しております。そのため、当社グループの

企業価値をこれ以上毀損しないように、グループの総力を

挙げ、改善に向け取り組んでまいります。

連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映して

おりません。　

　

EDINET提出書類

ステラ・グループ株式会社(E03106)

有価証券報告書

 42/104



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１　連結の範囲に関する事項

子会社は、全て連結しております。

連結子会社の数　９社

１　連結の範囲に関する事項

子会社は、全て連結しております。

連結子会社の数　４社

連結子会社の名称

㈱エルメ

㈱オーパ

㈱パナッシュは、平成20年12月１日付で㈱オーパ

に商号変更を致しました。

㈱ディーアンドアール・インテグレイツ

㈱オーパは、平成21年１月28日付で㈱ディーアン

ドアール・インテグレイツの全株式を㈱オーエー

・システム・プラザに譲渡いたしました。

㈱ダイヤモンドエージェンシー

㈱プロジェ・ホールディングス

㈱ドーコーボウ

㈱オーエー・システム・プラザ

㈱グローバルコーポレーション

㈱グローバルコーポレーションの連結子会社で

あった㈱グローバルアセットマネージャーズ、有

限責任中間法人ハーバーファンディング、合同会

社ハーバーファンディング二号は、当連結会計年

度において解散いたしました。

㈱サイバーリップル

㈱サイバーリップルは、当社連結子会社である㈱

プロジェ・ホールディングスが当連結会計年度に

おいて株式を取得したことにより、支配を獲得し

たため連結子会社に含めることとしております。

みなし取得日を平成20年８月31日として連結して

おります。

連結子会社の名称

㈱エルメ

㈱プロジェ・ホールディングス

㈱ドーコーボウ

㈱オーエー・システム・プラザ

連結範囲の変更　

㈱ディーアンドアール・インテグレイツは、平成21

年３月２日付で全株式を譲渡し連結子会社ではなく

なりました。

㈱サイバーリップルは、平成21年８月10日付で全株

式を譲渡し連結子会社ではなくなりました。

㈱オーパは、平成21年９月18日付で清算を結了致し

ました。

㈱グローバルコーポレーションは、平成21年12月24

日に解散し特別清算手続開始の決定を受け、かつ、有

効な支配従属関係が存在しないと認められたため、

連結の範囲から除外しております。　

㈱ダイヤモンドエージェンシーは、平成22年１月12

日付で全株式を譲渡し連結子会社ではなくなりまし

た。

他の会社の議決権の過半数を自己の計算において所有

しているにもかかわらず連結子会社としなかった当該

他の会社等の名称　

㈱グローバルコーポレーション

連結子会社としなかった理由　

特別清算手続開始の決定を受け、かつ、有効な支配

従属関係が存在しないと認められたためでありま

す。　

２　持分法の適用に関する事項

関連会社がないため該当事項はありません。

２　持分法の適用に関する事項

関連会社がないため該当事項はありません。
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前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

㈱サイバーリップルは、当社グループと連結決算日を

統一するため、平成21年１月27日開催の臨時株主総会

において、決算期を従来の８月31日から２月末日へ変

更いたしました。従って、当連結会計年度は平成20年９

月１日から平成21年２月28日までの６ヶ月決算となっ

ております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日

と一致しております。　

　

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

a　満期保有目的の債券

償却原価法

a　満期保有目的の債券

同左

b　その他有価証券

時価のあるもの

連結決算末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

b　その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②　たな卸資産

ａ　商品

婦人子供服販売事業における店舗商品は売価還

元低価法、商品センター商品は最終仕入原価法

を採用しております。

ＰＣ販売事業では移動平均法による原価法を採

用しております。

②　たな卸資産

ａ　商品及び製品

婦人子供服販売事業における店舗商品は売価還元

低価法、商品センター商品は最終仕入原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法）を採用しております。

ＰＣ販売事業及び繊維事業では移動平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法）を採用しておりま

す。

ｂ　販売用不動産

不動産事業における販売用不動産は個別法によ

る原価法を採用しております。

ｂ　販売用不動産及び仕掛販売用不動産

　　不動産事業における販売用不動産及び仕掛販売用不

動産は個別法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法）を採用しております。

ｃ　仕掛品

ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業及び

不動産事業では個別法による原価法を採用して

おり、繊維事業では移動平均法による原価法を

採用しております。

ｃ　仕掛品

繊維事業では移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法）を採用しております。

ｄ　貯蔵品

婦人子供服販売事業及びＰＣ販売事業では最終

仕入原価法を採用しており、繊維事業及び不動

産事業では移動平均法による原価法を採用して

おります。

ｄ　貯蔵品

　　婦人子供服販売事業及びＰＣ販売事業では最終仕入

れ原価法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を

採用しており、繊維事業及び不動産事業では移動

平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採

用しております。
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前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

ａ　建物及び構築物

イ　平成19年３月31日以前に取得したもの

主として旧定額法

ロ  平成19年４月１日以降に取得したもの 

主として定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

ａ　建物及び構築物

イ　平成19年３月31日以前に取得したもの

同左

ロ  平成19年４月１日以降に取得したもの 

同左

ｂ　その他の有形固定資産

イ　平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

ロ　平成19年４月１日以降に取得したもの  

定率法  

ｂ　その他の有形固定資産

イ　平成19年３月31日以前に取得したもの 

同左

ロ　平成19年４月１日以降に取得したもの  

同左

②　無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

②　無形固定資産

同左

(3）重要な繰延資産の処理方法

①　社債発行費

会社計算規則の規定する最長期間（３年間）にわ

たり均等償却しております。

(3）重要な繰延資産の処理方法

①　社債発行費

―――――

②　株式交付費

株式交付のときより３年間にわたり定額法により

償却しております。

②　株式交付費

同左

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個々の債権の回収の可能性を

検討して、回収不能見込額を合わせて計上してお

ります。

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額の当連結会計年度末の負担額を見積計上し

ております。

②　賞与引当金

同左

――――― ③　店舗閉鎖損失引当金

店舗の閉鎖に係る費用の発生及び損失に備える

ため、その発生見込額を計上しております。

④　役員賞与当金

役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込

み額に基づき計上しております。

④　役員賞与引当金

―――――

⑤　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産に基づき計

上しております。

⑤　退職給付引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

   ────── ⑥　その他の引当金

当社及び連結子会社では以下の引当金を計上し

ております。なお、連結貸借対照表上では「その他

の引当金」としてまとめて表示しております。

ａ違約金損失引当金

将来発生する可能性のある売買契約違約損失に

備えるため、当連結会計年度に必要と見込まれる損

失発生見込み額を計上しております。

ｂ事務所移転費用引当金

事務所の移転に係る費用の発生見込額を計上して

おります。　

(5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

 ──────

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

②　連結納税制度の適用

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんは、効果の発現が見込まれる期間（５年、10年又

は20年）で均等償却を行っております。金額の僅少な

ものについては、発生年度に一括償却しております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資であります。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

   ────── （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

　不動産事業及び繊維事業における通常の販売目的で保

有するたな卸資産については、従来、販売用不動産は個

別法による原価法、商品及び製品、仕掛品、貯蔵品は移動

平均法による原価法によっておりましたが、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

18年７月５日公表分　企業会計基準第９号）が当連結会

計年度から適用されたことに伴い、販売用不動産は個別

法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法）、商品及び製品、仕

掛品、貯蔵品は移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法）に変更しております。これにより、営業損失及び経

常損失、税金等調整前当期純損失は58,764千円増加して

おります。なお、セグメント情報に与える影響は当該箇

所に記載しております。

　　ＰＣ販売事業における通常の販売目的で保有するたな

卸資産については、従来、移動平均法による原価法に

よっておりましたが、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日公表分　

企業会計基準第９号）が当連結会計年度から適用され

たことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法）に変更しております。これにより、営業損失及び経

常損失、税金等調整前当期純損失は13,583千円増加して

おります。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。　

（リース取引に関する会計基準）　

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号　平成５年６月17日

　企業会計基準委員会　平成19年３月30日改正)及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号　平成６年１月18日　日本公認会

計士協会　会計制度委員会　平成19年３月30日改正）を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用して

おります。この変更が損益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

（連結貸借対照表）

１　前連結会計年度において投資その他の資産の「その

他」に含めておりました「長期未収入金」（前連結会計

年度22,920千円）については、資産の総額の100分の５超

となったため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。

（連結貸借対照表）

１　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度

において、「たな卸資産」として掲載されていたものは、

当連結会計年度から「商品及び製品」「販売用不動産」

「仕掛品」「仕掛販売用不動産」「原材料及び貯蔵品」

に区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の、「たな卸資産」に含まれている

「商品及び製品」「販売用不動産」「仕掛品」「原材料

及び貯蔵品」は、それぞれ1,232,574千円、1,432,757千

円、41,150千円、1,729千円であります。　

２　前連結会計年度において、「長期差入保証金」と表記し

ていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連

結財務諸表の比較可能性を向上させるため、当連結会計

年度より「差入保証金」として表記しております。

　

　

３　前連結会計年度末において、投資その他の資産の「その

他」に含めておりました「破産更生債権等」（前連結会

計年度324,103千円）については、資産の総額の100分の

５超となったため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。　

（連結損益計算書）

１　前連結会計年度において特別利益の「その他」に含め

ておりました「貸倒引当金戻入益」（前連結会計年度

5,999千円）については、特別利益の総額の100分の10超

となったため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。

（連結損益計算書）

１　前連結会計年度において、「消費税等差額」、「訴訟和

解益」及び「事業所移転損失」と表記していたものは、

ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比

較可能性を向上させるため、当連結会計年度よりそれぞ

れ営業外費用の「租税公課」、特別利益の「受取和解

金」及び特別損失の「事務所移転費用」として表記して

おります。

  ──────

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

１　前連結会計年度において、「投資有価証券売却損」、

「投資有価証券売却益」、「長期性預金の預入による支

出」、「長期性預金の払戻のよる収入」及び「連結子会

社株式の追加取得による支出」と表記していたものは、

ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い、連結財務諸表の

比較可能性を向上させるため、当連結会計年度よりそれ

ぞれ「投資有価証券売却損益」（売却益と売却損を相殺

しております）、「定期預金の預入による支出」、「定期

預金の払戻による収入」及び「子会社株式の取得による

支出」として表記しております。　
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年２月28日）

当連結会計年度
（平成22年２月28日）

※１　担保資産

(1）担保に供している資産

※１　担保資産

(1）担保に供している資産

定期預金 426,590千円

建物及び構築物 397,443千円

土地 1,197,162千円

たな卸資産

（販売用不動産）
733,000千円

差入保証金 2,367千円

合計 2,756,562千円

定期預金 100,641千円

建物及び構築物 379,845千円

土地 1,012,301千円

合計 1,492,788千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

支払手形及び買掛金 91,658千円

短期借入金 1,855,524千円

長期借入金 664,590千円

合計 2,611,772千円

支払手形及び買掛金 17,045千円

短期借入金 726,480千円

長期借入金 538,110千円

合計 1,281,635千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額 ※２　有形固定資産の減価償却累計額

1,639,992千円 1,407,085千円

　

 

※３　受取手形割引高  ―――――

176,642千円  

※４　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

※４　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

受取手形 24,284千円

支払手形 16,120千円

受取手形 12,289千円

支払手形 4,440千円

※５　連結子会社㈱オーエー・システム・プラザ及びその

子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

※５　連結子会社㈱オーエー・システム・プラザにおいて

は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と

当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額の総額 600,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 －千円

当座貸越極度額の総額 600,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 －千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

※１　売上原価のうちたな卸資産の低価法による評価減は、

次のとおりであります。

※１　期末たな卸資産は、収益性の低下に伴う簿価切り下げ

後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

27,363千円 83,005千円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

従業員給料・賞与 1,586,012千円

賞与引当金繰入 44,231千円

役員賞与引当金繰入　 1,097千円

照明冷暖房費 287,461千円

賃借料 1,123,883千円

支払報酬 593,938千円

従業員給料・賞与 985,448千円

賞与引当金繰入 40,471千円

照明冷暖房費 198,789千円

賃借料 679,932千円

支払報酬 506,418千円

※３　店舗閉鎖損失 ※３　店舗閉鎖損失

㈱エルメ　県央サティ店他 70,577千円 ㈱エルメ　アリオ鳳店他 112,194千円

※４　固定資産売却損 ―――――

工具、器具及び備品 1,352千円 　

※５　固定資産除却損のうち主なもの ※５　固定資産除却損のうち主なもの

建物及び構築物 67,173千円

工具、器具及び備品 16,770千円

ソフトウエア 2,422千円

建物及び構築物 6,424千円

工具、器具及び備品 3,610千円

ソフトウエア 1,274千円

※６　減損損失

(1）減損損失を認識した主な資産

　当社グループは、当連結会計年度において、以下のと

おり減損損失を計上いたしました。

※６　減損損失

(1）減損損失を認識した主な資産

　当社グループは、当連結会計年度において、以下のと

おり減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所
　
婦人子供服販売事
業関連資産

　
建物及び構
築物、工具、
器具及び備
品

　
福岡県福岡市
大阪府大阪市　
鹿児島県鹿児島市　
兵庫県三田市　
福岡県北九州市　
　

　
IT・デジタルメ
ディア・コンテン
ツ事業

　
のれん

　
㈱ディーアンドアー
ル・インテグレイツ　
㈱ダイヤモンドエー
ジェンシー
㈱サイバーリップル
 

　

用途 種類 場所
　
婦人子供服販売
事業関連資産

　
建物及び
構築物、　工具、
器具
及び備品、ソフ
トウエア

　
大阪市中央区　
兵庫県明石市　
栃木県宇都宮市
愛知県春日井市　
名古屋市中村区
　

　
ＰＣ販売事業

　
建物及び
構築物、
工具、器具
及び備品、土地

　
徳島県徳島市

　
繊維事業

　
建物、機械装
置、ソフトウエ
ア、その他

　
大阪市中央区
 

　
共用資産

　
建物及び
構築物、
工具、器具及び
備品、ソフトウ
エア

　
東京都港区
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前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

(2）減損損失の認識に至った経緯

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、

将来キャッシュ・フローによって当該資産の簿価全額

を回収できる可能性が低いと判断したことから減損損

失を計上しております。

(2）減損損失の認識に至った経緯

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、

将来キャッシュ・フローによって当該資産の簿価全額

を回収できる可能性が低いと判断したことから減損損

失を計上しております。

(3）減損損失の金額 (3）減損損失の金額

建物及び構築物 22,860千円

のれん　 169,312千円

工具、器具及び備品 5,151千円

合計 197,324千円

建物及び構築物 72,991千円

機械装置　 853千円

工具、器具及び備品 11,190千円

土地 272,902千円

ソフトウエア　 22,689千円

その他 2,772千円

合計 383,399千円

(4）資産のグルーピングの方法

　当社グループは減損会計の適用に当たって、原則とし

て事業の種類別セグメントを基礎としたグルーピング

を行っております。なお、賃貸用資産、店舗用資産、遊休

資産については、個々の物件をグルーピングの最小単

位としております。

(4）資産のグルーピングの方法

　当社グループは減損会計の適用に当たって、原則とし

て事業の種類別セグメントを基礎としたグルーピング

を行っております。なお、賃貸用資産、店舗用資産、遊休

資産については、個々の物件をグルーピングの最小単

位としております。

(5）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、使用価値または正味売却価額により

測定しております。回収可能価額を正味売却価額で測

定している場合には、原則として零としており、回収可

能価額を使用価値で測定している場合には、将来

キャッシュ・フローを1.1％で割り引いて算出してお

ります。

(5）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、使用価値または正味売却価額により

測定しております。回収可能価額を正味売却価額で測

定している場合には、原則として零としており、回収可

能価額を使用価値で測定している場合には、将来

キャッシュ・フローを1.1％で割り引いて算出してお

ります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 169,935,00070,000,000 － 239,935,000

（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次の通りであります。

ベルリバーファイナンス株式会社の第三者割当増資　70,000,000株

２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,145 2,200 － 4,345

（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　2,200株

 

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
平成17年新株予約権 普通株式 6,000,000－ 6,000,000－ －

平成19年新株予約権 普通株式 291,000 － 63,000228,0003,810

連結子会社 － － － － － － 107,248

合計 6,291,000－ 6,063,000228,000111,058

　（注）１　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　当連結会計年度における減少理由は、新株予約権の失効によるものであります。
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当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 239,935,000 － － 239,935,000

２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 4,345 2,198 － 6,543

（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　2,198株

 

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社 平成19年新株予約権 普通株式 228,000 － 116,000112,0002,139

連結子会社 － － － － － － 28,217

合計 228,000 － 116,000112,00030,356

　（注）１　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　当連結会計年度における減少理由は、新株予約権の失効によるものであります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,068,454千円

預け金（流動資産その他） 302,481千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △230,690千円

現金及び現金同等物 3,140,245千円

現金及び預金 2,249,983千円

預け金（流動資産その他） 238,893千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △100,641千円

現金及び現金同等物 2,388,235千円

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳ならびに株式の取得価額と

取得のための収入又は支出（純額）との関係は次のと

おりであります。

      　            ──────

　

㈱サイバーリップル

(平成20年８月31日）

　

流動資産 63,812千円

固定資産 4,385千円

のれん 82,322千円

流動負債 △48,919千円

㈱サイバーリップル株式

の取得価額
101,600千円

㈱サイバーリップル

の現金及び現金同等物
△19,074千円

差引：㈱サイバーリップル

取得のための支出
82,525千円

　

 ※３　関係会社の事業譲渡により減少した資産及び負債の

主な内訳

 株式会社オーパ（旧株式会社パナッシュ）

──────

流動資産 9,338千円

固定資産 72,814千円

のれん 119,456千円

流動負債 △1,956千円

関係会社事業譲渡損 △59,681千円

関係会社の事業譲渡による収入 139,971千円

　

――――― ※４　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳　

　　　株式会社サイバーリップル　　

流動資産 3,270千円

固定資産 2,524千円

流動負債 △4,547千円

その他 7,744千円

株式売却益 51,009千円

当該会社株式売却価額 60,000千円

現金及び現金同等物 △2,537千円

差引：売却による収入 57,462千円
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　前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

  　　　　　　　　　 　　　株式会社ディーアンドアール・インテグレイツ　　

流動資産 232,465千円

固定資産 5,336千円

流動負債 △57,672千円

固定負債 △26,480千円

その他 △18,511千円

株式売却益 40,861千円

当該会社株式売却価額 176,000千円

仲介手数料 △20,000千円

現金及び現金同等物 △196,700千円

差引：売却による支出 △40,700千円

　

株式会社ダイヤモンドエージェンシー　　

流動資産 434,519千円

固定資産 57,729千円

流動負債 △479,071千円

固定負債 △150,783千円

その他(のれん他)　 119,364千円

株式売却益 19,321千円

当該会社株式売却価額 1,080千円

現金及び現金同等物 △48,540千円

差引：売却による支出 △47,460千円

　

────── ５　　重要な非資金取引の内容　

　　貸付金の担保権の行使による販売用不動産の取得

販売用不動産　　　　　　　　　　　568,572千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　　　当該取引を行っていた株式会社ダイヤモンドエー

ジェンシーが当社グループの連結から離脱したた

め、該当事項はございません。

 

その他

（工具器具及び備品）

（千円）

無形固定資産

（ソフトウェア）

（千円）

合計

（千円）

取得価額

相当額
42,085 8,23050,315

減価償却

累計額相

当額

25,912 1,78327,695

期末残高

相当額
16,173 6,44622,620

　

②　未経過リース料期末残高相当額 　

１年以内 10,771千円

１年超 12,891千円

合計 23,663千円

　

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 　

支払リース料 12,761千円

減価償却費相当額 11,596千円

支払利息相当額 1,263千円

　

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０％とする定

額法によっております。

　

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

　

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

①　未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

　ものに係る未経過リース料

１年以内 247,174千円

１年超 389,612千円

合計 636,786千円

１年以内 246,066千円

１年超 356,900千円

合計 602,967千円
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年２月28日）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はございません。

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①　株式 7,149 7,317 168

②　債券 － － －

③　その他 － － －

小計 7,149 7,317 168

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①　株式 42,585 42,585 －

②　債券 － － －

③　その他 83,110 69,642 △13,468

小計 125,695 112,227 △13,468

合計 132,844 119,544 △13,299

　（注）　当連結会計年度において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しております。

当連結会計年度の減損処理額は次のとおりであります。

            株式　　160,325千円

            その他　286,930千円

 

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

22,153 21,572 14,619

 

４　時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券     

①　非上場株式 39,150

②　非上場外国債 －

③　その他 －

合計 39,150

注）　当連結会計年度において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しております。

                当連結会計年度の減損処理額は次のとおりであります。

 　　　　　　　　　非上場株式　37,564千円　　　　
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          ５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

区分 １年以内（千円）
１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超（千円）

セブンサムライ㈱第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債
30,000 － － －

合計 30,000 － － －

当連結会計年度（平成22年２月28日）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はございません。

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

①　株式 －     － －

②　債券 － － －

③　その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

①　株式 － － －

②　債券 － － －

③　その他 24,960 23,920 △1,040

小計 24,960 23,920 △1,040

合計 24,960 23,920 △1,040

（注）　当連結会計年度において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しております。 

当連結会計年度の減損処理額は次のとおりであります。

　           その他　23,920千円

    

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

118,632 56,262 －

４　時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券     

①　非上場株式 4,030

②　非上場外国債 －

③　その他 －

合計 4,030

（注）　当連結会計年度において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しております。 

当連結会計年度の減損処理額は次のとおりであります。

          株式　  59,695千円

　　

　　　　　５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　　　　　　　　該当事項はございません。

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１　取引の状況に関する事項

①　取引の内容及び利用目的等

　連結子会社㈱プロジェ・ホールディングスは、輸入取引に係る将来の為替変動リスクを回避する目的と

して、為替予約取引を行っております。

②　取引に対する取組方針

　連結子会社㈱プロジェ・ホールディングスは、通貨関連におけるデリバティブ取引については、輸入取引

に係る外貨建取引額の範囲内でのみ利用し、投機的なデリバティブ取引は一切行わない方針であります。

③　取引に係るリスクの内容

　連結子会社㈱プロジェ・ホールディングスが利用している為替予約取引については、為替相場の変動に

よる一般的な市場リスクを有しております。また、取引の契約先は信用度の高い国内金融機関であるため、
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相手方の契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識しております。

④　取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の管理体制につきましては、㈱プロジェ・ホールディングスの財務経理部が担当取締

役の決裁を得て実行しております。取引の管理にあたっては、財務経理部が毎月金融機関より報告書を受

領し実績表との一致を確認の上、担当取締役に報告し、必要に応じて取締役会において報告が行われます。

 

２　取引の時価等に関する事項

期末残高が無いため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（平成21年２月28日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社の一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けており

ます。

２　退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年２月28日）

①　退職給付債務 （千円）

②　年金資産 （千円）

③　未積立退職給付債務 （千円）

④　会計基準変更時差異の未処理額 （千円）

⑤　未認識数理計算上の差異 （千円）

⑥　未認識過去勤務債務 （千円）

⑦　貸借対照表計上額純額 （千円）

⑧　退職給付引当金 （千円）

△136,394

2,913

△133,481

－

－

－

△133,481

△133,481

　（注）　当該連結子会社は、退職給付債務の計算にあたり簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年２月28日）

①　勤務費用 （千円）

②　退職給付費用 （千円）

28,926

28,926

　（注）　当該連結子会社は、退職給付費用の計算にあたり簡便法を採用しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　会計基準変更時差異は、適用初年度に一括費用処理しております。
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当連結会計年度（平成22年２月28日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社の一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けており

ます。

２　退職給付債務に関する事項

 
当連結会計年度

（平成22年２月28日）

①　退職給付債務 （千円）

②　年金資産 （千円）

③　未積立退職給付債務 （千円）

④　会計基準変更時差異の未処理額 （千円）

⑤　未認識数理計算上の差異 （千円）

⑥　未認識過去勤務債務 （千円）

⑦　貸借対照表計上額純額 （千円）

⑧　退職給付引当金 （千円）

△75,263

3,073

△72,190

－

－

－

△72,190

△72,190

　（注）　当該連結子会社は、退職給付債務の計算にあたり簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

 
当連結会計年度

（平成22年２月28日）

①　勤務費用 （千円）

②　退職給付費用 （千円）

11,114

11,114

　（注）　当該連結子会社は、退職給付費用の計算にあたり簡便法を採用しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　間便法を採用しておりますので、基礎率については記載しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上及び科目名

販売費及び一般管理費　　6,013千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社
決議年月日 平成15年５月22日 平成15年12月25日

付与対象者の区分及び

人数

子会社取締役　　　１名

子会社従業員　　　14名

取締役　　　　　　１名

監査役　　　　　　２名

従業員　　　　　　４名

子会社取締役　　　３名

子会社従業員　　　16名

株式の種類及びストッ

ク・オプションの数
普通株式　　3,000,000株 普通株式　　5,945,000株

付与日 平成15年６月18日 平成16年５月11日

権利確定条件

新株予約権の発行にかかる取締役会において割

り当てを受けたもの（以下、「新株予約権者」

という）は、新株予約権行使時において、当社若

しくは当社関連の取締役、相談役、監査役、顧問、

社員及び契約社員であることを要する。新株予

約権者の相続人による新株予約権の行使は認め

ない。その他の条件は、本総会及び新株予約権発

行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する契約で定めるところによ

る。

新株予約権者の相続人による新株予約権

の行使は認めない。その他の条件は、平成

15年12月25日開催の臨時株主総会決議及

び平成16年４月26日開催の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する契約で定めるところによる。

対象勤務期間 平成15年６月18日～平成17年６月30日 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成17年７月１日～平成25年６月30日 平成16年６月１日～平成23年３月31日

 （注）株式数に換算して記載しております。

会社名 提出会社 株式会社オーエー・システム・プラザ 

決議年月日 平成19年５月25日 平成16年12月21日

付与対象者の区分及び

人数

従業員　　　　　　８名

子会社取締役　　　７名

子会社従業員　 　166名

取締役　　　　　　４名

監査役　　　　　　３名

従業員　　　　　　99名

株式の種類及びストッ

ク・オプションの数
普通株式　　449,000株 普通株式　　786,000株　

付与日 平成19年６月14日 平成17年５月９日

権利確定条件

対象者として新株予約権を付与された者（以下

「新株予約権者」という。）は、新株予約権行使

時においても、当社または当社子会社の取締役

または従業員であることを要する。ただし、解任

によらない退任、定年による退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでない。

その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」により定める。

付与日（平成17年５月９日）から権利確

定日（平成18年12月22日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間 平成19年６月１日～平成21年５月31日 平成17年５月９日～平成18年12月21日

権利行使期間 平成21年６月１日～平成25年５月31日 平成18年12月22日～平成26年12月20日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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会社名 株式会社オーエー・システム・プラザ 株式会社プロジェ・ホールディングス

決議年月日 平成19年６月26日 平成18年１月12日

付与対象者の区分及び人数

従業員　　　　　　61名

子会社取締役　　　８名

子会社従業員　　 139名

取締役　　　　　　４名

監査役　　　　　　２名

従業員　　　　　　48名

株式の種類及びストック・オ

プションの数
普通株式　　442,000株　 普通株式　　1,000,000株

付与日 平成19年７月30日 平成18年１月27日

権利確定条件

対象者として新株予約権を付与された者

（以下「新株予約権者」という。）は、新

株予約権行使時においても、当社または当

社子会社の取締役または従業員であるこ

とを要する。ただし、解任によらない退任、

定年による退職その他正当な理由のある

場合にはこの限りでない。

その他の権利行使の条件は、取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約」により定

める。

新株予約権者が当社または当社子会社の

取締役、監査役または従業員の場合は、権

利行使時においても、当社または当社子会

社の取締役、監査役または従業員の地位に

あることを条件とする。ただし、任期満了

による退任、定年退職または当社の取締役

会が正当な理由があると認めた場合はこ

の限りではない。

対象勤務期間 平成19年７月30日～平成21年12月31日平成18年１月27日～平成20年１月26日

権利行使期間 平成22年１月１日～平成25年12月31日平成20年１月27日～平成28年１月27日

 （注）株式数に換算して記載しております。

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス ㈱グローバルコーポレーション

決議年月日 平成19年５月30日 平成17年９月26日

付与対象者の区分及び人数

子会社取締役　　３名

子会社従業員　　31名

取締役　　　　　　２名

従業員　　　　　　16名

子会社取締役　　　１名

子会社従業員　　　３名

株式の種類及びストック・オ

プションの数
普通株式　　52,000株 普通株式　　3,112株

付与日 平成19年６月27日 平成17年９月26日

権利確定条件

付与日（平成19年６月27日）以降、権利確

定日（平成21年５月31日）まで継続して

勤務していること。

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使

時においても当社または当社の子会社の

取締役、監査役または従業員の地位にある

ことを要するものとする。ただし、任期満

了により当社または当社の子会社の取締

役、監査役を退任した者、当社または当社

の子会社の従業員を定年退職した者、その

他正当な理由により取締役会がその権利

行使を承認した場合はこの限りではない。

対象勤務期間 平成19年６月27日～平成21年５月31日平成17年９月26日～平成19年９月26日

権利行使期間 平成21年６月１日～平成25年５月31日平成19年９月27日～平成27年９月26日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社
決議年月日 平成15年５月22日 平成15年12月25日

権利確定前　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　（株）         

前連結会計年度末 380,000 1,945,000

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

未行使残 380,000 1,945,000

会社名 提出会社 株式会社オーエー・システム・プラザ
決議年月日 平成19年５月25日 平成16年12月21日

権利確定前　　　　　（株）         

前連結会計年度末 291,000 －

付与 － －

失効 63,000 －

権利確定 － －

未確定残 228,000 －

権利確定後　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 429,000

権利確定     －

権利行使 －     

失効 － 24,000

未行使残 － 405,000
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会社名 株式会社オーエー・システム・プラザ  株式会社プロジェ・ホールディングス
決議年月日 平成19年６月26日  平成18年１月12日

権利確定前　　　　　（株）         

前連結会計年度末 395,000 －

付与 － －

失効 125,000 －

権利確定 － －

未確定残 270,000 －

権利確定後　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 676,000

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － 42,000

未行使残 － 634,000

会社名  株式会社プロジェ・ホールディングス ㈱グローバルコーポレーション
決議年月日  平成19年５月30日 平成17年９月26日

権利確定前　　　　　（株）         

前連結会計年度末 50,000 －

付与 － －

失効 31,000 －

権利確定 － －

未確定残 19,000     

権利確定後　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 2,845

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － 2,842

未行使残 － 3
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②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社
決議年月日 平成15年５月22日 平成15年12月25日

権利行使価格（円） 55 134

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単

価（円）
－ －

会社名 提出会社 株式会社オーエー・システム・プラザ
決議年月日 平成19年５月25日 平成16年12月21日

権利行使価格（円） 69 314

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単

価（円）
49 －

会社名 株式会社オーエー・システム・プラザ 株式会社プロジェ・ホールディングス
決議年月日 平成19年６月26日 平成18年１月12日

権利行使価格（円） 112 664

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単

価（円）
53 －

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス 株式会社グローバルコーポレーション
決議年月日 平成19年５月30日 平成17年９月26日

権利行使価格（円） 201 17,700

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単

価（円）
65 －

(3）ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

３．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）自社株式オプションの内容

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス 　
決議年月日 平成18年９月19日 　

付与対象者 田中大輔 　

株式の種類及びストック・オプション数（注） 普通株式　　3,000,000株 　

付与日 平成18年10月13日 　

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 　

権利行使期間 平成18年10月14日～平成21年４月26日 　

（注）１．株式数に換算して記載しております。
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(2）自社株式オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成21年２月期）において存在した自社株式オプションを対象とし、自社株式オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　自社株式オプションの数

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス 　
決議年月日 平成18年９月19日 　

権利確定後（株）     　

期首 3,000,000　

権利確定 － 　

権利行使 － 　

失効 － 　

未行使残 3,000,000　

②　単価情報

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス 　

決議年月日 平成18年９月19日 　

権利行使価格（円） 369 　

行使時平均株価（円） － 　

付与日における公正な評価単価（円） 59 　

３．自社株式オプションの付与に対価性がないと判断した根拠

　不動産事業投資の推進にあたり、同事業への支援・協力を期して、田中氏に平成18年９月19日開催の株式会

社プロジェ・ホールディングス取締役会決議に基づく第三者割当増資の75％を割当てると同時に、経営戦略

上の重要な支援者として付与したものであります。すなわち、同社の資本政策の一環として付与したもので

あるため、対価性はないものと判断しております。
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当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上及び科目名

販売費及び一般管理費　　2,205千円

２．権利不行使による失効により利益計上した金額

特別利益　新株予約権戻入益　82,907千円　

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社
決議年月日 平成15年５月22日 平成15年12月25日

付与対象者の区分及び

人数

子会社取締役　　　１名

子会社従業員　　　14名

取締役　　　　　　１名

監査役　　　　　　２名

従業員　　　　　　４名

子会社取締役　　　３名

子会社従業員　　　16名

株式の種類及びストッ

ク・オプションの数
普通株式　　3,000,000株 普通株式　　5,945,000株

付与日 平成15年６月18日 平成16年５月11日

権利確定条件

新株予約権の発行にかかる取締役会において割

り当てを受けたもの（以下、「新株予約権者」

という）は、新株予約権行使時において、当社若

しくは当社関連の取締役、相談役、監査役、顧問、

社員及び契約社員であることを要する。新株予

約権者の相続人による新株予約権の行使は認め

ない。その他の条件は、本総会及び新株予約権発

行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する契約で定めるところによ

る。

新株予約権者の相続人による新株予約権

の行使は認めない。その他の条件は、平成

15年12月25日開催の臨時株主総会決議及

び平成16年４月26日開催の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する契約で定めるところによる。

対象勤務期間 平成15年６月18日～平成17年６月30日 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成17年７月１日～平成25年６月30日 平成16年６月１日～平成23年３月31日

 （注）株式数に換算して記載しております。

会社名 提出会社 株式会社オーエー・システム・プラザ 

決議年月日 平成19年５月25日 平成16年12月21日

付与対象者の区分及び

人数

従業員　　　　　　８名

子会社取締役　　　７名

子会社従業員　 　166名

取締役　　　　　　４名

監査役　　　　　　３名

従業員　　　　　　99名

株式の種類及びストッ

ク・オプションの数
普通株式　　449,000株 普通株式　　786,000株　

付与日 平成19年６月14日 平成17年５月９日

権利確定条件

対象者として新株予約権を付与された者（以下

「新株予約権者」という。）は、新株予約権行使

時においても、当社または当社子会社の取締役

または従業員であることを要する。ただし、解任

によらない退任、定年による退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでない。

その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」により定める。

付与日（平成17年５月９日）から権利確

定日（平成18年12月22日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間 平成19年６月１日～平成21年５月31日 平成17年５月９日～平成18年12月21日

権利行使期間 平成21年６月１日～平成25年５月31日 平成18年12月22日～平成26年12月20日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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会社名 株式会社オーエー・システム・プラザ 株式会社プロジェ・ホールディングス

決議年月日 平成19年６月26日 平成18年１月12日

付与対象者の区分及び人数

従業員　　　　　　61名

子会社取締役　　　８名

子会社従業員　　 139名

取締役　　　　　　４名

監査役　　　　　　２名

従業員　　　　　　48名

株式の種類及びストック・オ

プションの数
普通株式　　442,000株　 普通株式　　1,000,000株

付与日 平成19年７月30日 平成18年１月27日

権利確定条件

対象者として新株予約権を付与された者

（以下「新株予約権者」という。）は、新

株予約権行使時においても、当社または当

社子会社の取締役または従業員であるこ

とを要する。ただし、解任によらない退任、

定年による退職その他正当な理由のある

場合にはこの限りでない。

その他の権利行使の条件は、取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約」により定

める。

新株予約権者が当社または当社子会社の

取締役、監査役または従業員の場合は、権

利行使時においても、当社または当社子会

社の取締役、監査役または従業員の地位に

あることを条件とする。ただし、任期満了

による退任、定年退職または当社の取締役

会が正当な理由があると認めた場合はこ

の限りではない。

対象勤務期間 平成19年７月30日～平成21年12月31日平成18年１月27日～平成20年１月26日

権利行使期間 平成22年１月１日～平成25年12月31日平成20年１月27日～平成28年１月27日

 （注）株式数に換算して記載しております。　

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス ㈱グローバルコーポレーション

決議年月日 平成19年５月30日 平成17年９月26日

付与対象者の区分及び人数

子会社取締役　　３名

子会社従業員　　31名

取締役　　　　　　２名

従業員　　　　　　16名

子会社取締役　　　１名

子会社従業員　　　３名

株式の種類及びストック・オ

プションの数
普通株式　　52,000株 普通株式　　3,112株

付与日 平成19年６月27日 平成17年９月26日

権利確定条件

付与日（平成19年６月27日）以降、権利確

定日（平成21年５月31日）まで継続して

勤務していること。

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使

時においても当社または当社の子会社の

取締役、監査役または従業員の地位にある

ことを要するものとする。ただし、任期満

了により当社または当社の子会社の取締

役、監査役を退任した者、当社または当社

の子会社の従業員を定年退職した者、その

他正当な理由により取締役会がその権利

行使を承認した場合はこの限りではない。

対象勤務期間 平成19年６月27日～平成21年５月31日平成17年９月26日～平成19年９月26日

権利行使期間 平成21年６月１日～平成25年５月31日平成19年９月27日～平成27年９月26日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社
決議年月日 平成15年５月22日 平成15年12月25日

権利確定前　　　　　（株）   

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　（株）   

前連結会計年度末 380,000 1,945,000

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 －  －

未行使残 380,000 1,945,000

会社名 提出会社 株式会社オーエー・システム・プラザ
決議年月日 平成19年５月25日 平成16年12月21日

権利確定前　　　　　（株）         

前連結会計年度末 228,000 －

付与 － －

失効 10,000 －

権利確定 218,000 －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 405,000

権利確定 218,000 －

権利行使 － －

失効 106,000 3,000

未行使残 112,000 402,000
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会社名 株式会社オーエー・システム・プラザ  株式会社プロジェ・ホールディングス
決議年月日 平成19年６月26日  平成18年１月12日

権利確定前　　　　　（株）         

前連結会計年度末 270,000 －

付与 － －

失効 60,000 －

権利確定 210,000 －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 634,000

権利確定 210,000 －

権利行使 － －

失効 111,000 2,000

未行使残 99,000 632,000

会社名  株式会社プロジェ・ホールディングス ㈱グローバルコーポレーション
決議年月日  平成19年５月30日 平成17年９月26日

権利確定前　　　　　（株）         

前連結会計年度末 19,000 －

付与 － －

失効 1,000 －

権利確定 18,000 －

未確定残 － －

権利確定後　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 3

権利確定 18,000 －

権利行使 － －

失効 － 3

未行使残 18,000 －
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②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社
決議年月日 平成15年５月22日 平成15年12月25日

権利行使価格（円） 55 134

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単

価（円）
－ －

会社名 提出会社 株式会社オーエー・システム・プラザ
決議年月日 平成19年５月25日 平成16年12月21日

権利行使価格（円） 69 314

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単

価（円）
49 －

会社名 株式会社オーエー・システム・プラザ 株式会社プロジェ・ホールディングス
決議年月日 平成19年６月26日 平成18年１月12日

権利行使価格（円） 112 664

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単

価（円）
53 －

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス 株式会社グローバルコーポレーション
決議年月日 平成19年５月30日 平成17年９月26日

権利行使価格（円） 201 17,700

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単

価（円）
65 －

(3）ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

３．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）自社株式オプションの内容

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス 　
決議年月日 平成18年９月19日 　

付与対象者 田中大輔 　

株式の種類及びストック・オプション数（注） 普通株式　　3,000,000株 　

付与日 平成18年10月13日 　

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 　

権利行使期間 平成18年10月14日～平成21年４月26日 　

（注）１．株式数に換算して記載しております。
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(2）自社株式オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成22年２月期）において存在した自社株式オプションを対象とし、自社株式オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　自社株式オプションの数

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス 　
決議年月日 平成18年９月19日 　

権利確定後（株）     　

期首 3,000,000　

権利確定 － 　

権利行使 － 　

失効 3,000,000　

未行使残 － 　

②　単価情報

会社名 株式会社プロジェ・ホールディングス 　

決議年月日 平成18年９月19日 　

権利行使価格（円） 369 　

行使時平均株価（円） － 　

付与日における公正な評価単価（円） 59 　

３．自社株式オプションの付与に対価性がないと判断した根拠

　不動産事業投資の推進にあたり、同事業への支援・協力を期して、田中氏に平成18年９月19日開催の株式会

社プロジェ・ホールディングス取締役会決議に基づく第三者割当増資の75％を割当てると同時に、経営戦略

上の重要な支援者として付与したものであります。すなわち、同社の資本政策の一環として付与したもので

あるため、対価性はないものと判断しております。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年２月28日）

当連結会計年度
（平成22年２月28日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） 　

貸倒引当金 650,309千円

たな卸資産評価損 708,019千円

賞与引当金 9,071千円

減価償却超過額 182,311千円

退職給付引当金 48,559千円

違約損失引当金 13,834千円

投資有価証券評価損 458,207千円

その他有価証券評価差額金 15,463千円

減損損失 1,643,994千円

取得時時価評価 355,855千円

その他 33,810千円

繰越欠損金 4,350,658千円

繰延税金資産小計 8,470,095千円

評価性引当金 △8,468,954千円

繰延税金資産合計 1,140千円

 　

（繰延税金負債） 　

子会社の取得時評価差額 107,541千円

その他 419千円

繰延税金負債合計 107,960千円

（繰延税金資産） 　

貸倒引当金 696,912千円

たな卸資産評価損 33,702千円

賞与引当金 8,145千円

減価償却超過額 182,311千円

退職給付引当金 28,461千円

違約損失引当金 9,765千円

投資有価証券評価損 58,881千円

減損損失 1,656,559千円

取得時時価評価 355,855千円

その他 46,651千円

繰越欠損金 5,411,676千円

繰延税金資産小計 8,488,922千円

評価性引当金 △8,488,922千円

繰延税金資産合計 －千円

 　

（繰延税金負債） 　

子会社の取得時評価差額 123,830千円

その他 419千円

繰延税金負債合計 124,249千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税金等調整前当期純損失を計上しているため記載して

おりません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税金等調整前当期純損失を計上しているため記載して

おりません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

 
婦人子供服
販売事業
（千円）

投資事業
（千円）

ＩＴ・デジ
タルメディ
ア・コンテ
ンツ事業
（千円）

ＰＣ販売事
業
（千円）

不動産事業
（千円）

繊維事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）　

Ⅰ　売上高及び営

業損益
　 　 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に

する売上高
4,097,503 － 4,795,9616,548,5551,556,3351,102,71218,101,068－ 18,101,068

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ 84,644 2,096 － － － 86,741（86,741) －

計 4,097,50384,6444,798,0586,548,5551,556,3351,102,71218,187,810(86,741)18,101,068

営業費用 4,324,167131,9795,115,1476,445,7842,426,3811,262,49819,705,95986,62319,792,582

営業利益又

は営業損失

（△）

△226,663△47,334△317,089102,770△870,046△159,785△1,518,148(173,365)△1,691,513

Ⅱ　資産、減価償

却費、減損

損失及び資

本的支出

　 　 　 　 　 　 　　 　 　

資産 1,581,83067,8271,273,9163,559,5374,371,630564,85511,419,598796,33712,215,935

減価償却費 44,427 － 27,428 40,412 26,310 6,056 144,6353,241 147,877

減損損失 28,012 － 169,312 － － － 197,324 － 197,324

資本的支出　 24,094 － 9,193 5,962 5,598 4,529 49,378 － 49,378

　（注）１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主な内容

(1）婦人子供服販売事業・・・・・・・・・・・・婦人服、肌着、子供服、服飾雑貨

(2）投資事業・・・・・・・・・・・・・・・・・有価証券売買、貸付

(3）ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業・・ＩＴスタッフィング、システムコンサルティング、インタ

ラクティブ、広告業務等

(4）ＰＣ販売事業・・・・・・・・・・・・・・・パソコン、パソコン周辺機器

(5）不動産事業・・・・・・・・・・・・・・・・不動産の賃貸、販売、コンサルティング

(6）繊維事業・・・・・・・・・・・・・・・・・紡績糸、ニット、織物、縫製品

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（177,504千円）の主なものは、親会社管理

部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（837,990千円）の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び預金）、及び管理部門に係る資産等であります。

５　事業区分の変更

前連結会計年度まで独立した事業区分としていた広告事業について、㈱オーエー・システム・プラザの決

算期変更及びグループ再編に伴い同社グループの事業区分に合わせるため、当連結会計年度よりＩＴ・デ

ジタルメディア・コンテンツ事業に含めて記載しております。なお、当連結会計年度におけるＩＴ・デジタ

ルメディア・コンテンツ事業に含まれる広告事業の売上高は3,325,665千円、営業費用は3,387,035千円、営

業損失は61,370千円であります。
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当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

 
婦人子供服
販売事業
（千円）

ＩＴ・デジタ
ルメディア・
コンテンツ事
業
（千円）

ＰＣ販売事
業
（千円）

不動産事業
（千円）

繊維事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）　

Ⅰ　売上高及び営

業損益
　 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に

する売上高
2,746,0281,672,2985,917,9001,831,656724,00912,891,894 － 12,891,894

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － － － － － (－) －

計 2,746,0281,672,2985,917,9001,831,656724,00912,891,894 － 12,891,894

営業費用 2,899,7421,775,3425,858,9011,838,630808,87713,181,495145,66813,327,163

営業利益又は

営業損失

（△）

△153,713△103,043 58,998 △6,974 △84,867△289,600(145,668) △435,268

Ⅱ　資産、減価償

却費、減損

損失及び資

本的支出

　 　 　 　 　 　 　 　

資産 896,690 － 3,520,1523,754,492344,9308,516,266656,5529,172,819

減価償却費 24,992 5,301 36,964 14,533 7,229 89,022 2,522 91,544

減損損失 61,923 － 296,151 － 15,012 373,087 10,312 383,399

資本的支出　 2,609 － － 5,499 － 8,108 － 8,108

　（注）１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主な内容

(1）婦人子供服販売事業・・・・・・・・・・・・婦人服、肌着、子供服、服飾雑貨

(2）ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業・・ＩＴスタッフィング、システムコンサルティング、インタ

ラクティブ、広告業務等

(3）ＰＣ販売事業・・・・・・・・・・・・・・・パソコン、パソコン周辺機器

(4）不動産事業・・・・・・・・・・・・・・・・不動産の賃貸、販売、コンサルティング

(5）繊維事業・・・・・・・・・・・・・・・・・紡績糸、ニット、織物、縫製品

３　事業区分の変更

    前連結会計年度まで独立した事業区分としていた投資事業については、キャピタルゲインを目的とする有価

証券の売買は行わないことになったため、当連結会計年度より事業区分を廃止しております。

４　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（145,668千円）の主なものは、親会社管理

部門に係る費用であります。

５　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（655,588千円）の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び預金）、及び管理部門に係る資産等であります。

６　会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成18年７月５日公表分　企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べて、不動産事業で58,618千円、繊維事業で146千円営業損失が増加し、ＰＣ販売事業で

13,583千円営業利益が減少しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外店舗がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外店舗がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

１．関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等　

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社

㈱グローバ

ルコーポ

レーション

東京都港区 176,510
不動産事

業

(所有)

間接57.04
－

担保権の

行使

(注)１

568,572
販売用

不動産
 568,572　

貸付金の

回収

(注)１

568,572

破産更生

債権等

(注)２　

2,383,830　

(注)１. ㈱グローバルコーポレーションは、平成21年12月24日に解散し特別清算手続開始の決定を受けており、有効な

支配従属関係が存在しないと認められたため、子会社ではなくなりました。また、同社が解散したことにより、

同社が保有する販売用不動産を担保権行使により取得しております。なお、取得価格については、不動産鑑定士

の鑑定評価額を参考に決定しております。

２. 当該破産更生債権等に対し、合計2,383,830千円の貸倒引当金を計上しております。

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

（連結子会社株式会社プロジェ・ホールディングスによる株式会社サイバーリップルの株式取得）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式及び取得し

た議決権比率

(1）被取得企業の名称及び事業の内容

株式会社サイバーリップル　広告代理店業務及びインターネット全般に関するマーケティング

(2）企業結合を行った主な理由

新規事業により収益を確保していくことを目的としております。

(3）企業結合日

平成20年６月30日

(4）企業結合の法的形式

株式会社プロジェ・ホールディングスによる被取得企業の株式の現金による取得

(5）取得した議決権比率

100.0％

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成20年８月31日をみなし取得日として連結しているため、平成20年９月１日から平成21年２月28日までの

業績を含んでおります。
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３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 　

現金 100,000千円

取得に直接要した支出額（デューデリジェンス費用他） 1,600千円

取得原価 101,600千円

４．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

(1）のれんの金額　　　82,322千円

(2）発生原因

　企業結合時の時価純資産額が取得原価を下回ったために、その差額をのれんとして認識しております。

(3）償却の方法及び償却期間　５年間で均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(1）資産の額

流動資産 63,812千円

固定資産 4,385千円

合　　計 68,197千円

(2）負債の額

流動負債 48,919千円

合　　計 48,919千円

６．企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

影響の概算額

売上高 164,970千円

営業利益 4,759千円

経常利益 4,516千円

税金等調整前当期純利益 4,516千円

少数株主利益 799千円

当期純利益 752千円

１株当たり当期純利益 0.00  円

(概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と取得企業の連結損益

計算書における売上高及び損益情報との差額を影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

（連結子会社株式会社オーパによる事業分離）

１．分離元企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の

概要

(1）分離元企業の名称及び分離した事業の内容

　株式会社オーパ　　ＩＴスタッフ派遣事業（内容：株式会社オーパ単体として行っている全事業）

(2）事業分離を行った主な理由

　株式会社オーパの主要顧客が外資系金融企業であり、昨今の米国のサブプライムローン問題の影響を当初

の想定以上に受け、クライアント企業の業績悪化の影響から派遣スタッフの受注が減り、最近の業績は苦戦

を強いられていたことから、パナッシュのＩＴスタッフ派遣事業については、本件事業譲渡先である(株)ア

ドックが総合人材サービスとして人材派遣、人材紹介からシステム開発に至るサービスを展開していること

から、本事業譲渡によりパナッシュが従来から得意としてきたバイリンガルのＩＴスタッフ派遣事業の価値

を一層高められるものと判断いたしました。

(3）事業分離日

　平成20年11月30日

(4）法的形式を含む事業分離の概要

　株式会社オーパを分離元企業とし、株式会社アドックを分離先企業とする事業譲渡を実施しました。
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(5）実施した会計処理の概要

　①移転損益の金額

　59,681千円

　②移転した事業にかかる資産及び負債の適正な帳簿価格並びにその主な内訳

流動資産 9,338千円

固定資産 72,814千円

のれん 119,456千円

資産合計 201,608千円

流動負債 1,956千円

負債合計 1,956千円

 

２.事業の種類別セグメントにおいて、事業分離した事業が含まれていた事業区分の名称

　ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業

 

３．当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 860,685千円

営業損失 102,700千円

経常損失 103,261千円

　

当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり純資産額 17円74銭 15円80銭

１株当たり当期純損失 ７円90銭  ３円20銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載し

ておりません。

潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載し

ておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　

項目
前連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当期純損失 1,833,262千円          767,493千円

普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円

普通株式に係る当期純損失 1,833,262千円          767,493千円

普通株式の期中平均株式数 232,068千株       239,930千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

まれなかった潜在株式の概要

新株予約権３種類

（株式の数2,587千株）

新株予約権３種類

（株式の数     2,517千株）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　　　　(1) 連結子会社による孫会社の株式譲渡

　　　　　当社の連結子会社である株式会社オーエー・システム・プラザは、平成21年２月25日開催の取締役会において、同

社の100％子会社である株式会社ディーアンドアール・インテグレイツの全株式を株式会社ジークホールディ

ングスへ譲渡することを決議し、平成21年３月２日に譲渡が完了しました。

　　　　①　当該孫会社株式譲渡の目的

　　　　　株式会社ディーアンドアール・インテグレイツは、ＩＴ・デジタルメディア・コンテンツ事業を構成する会社とし

て、システムコンサルティング事業を行ってまいりました。しかし、グループ内におけるシナジー効果が当初想

定よりも少なかったこともあり、本件譲渡により得られる経営資源を株式会社オーエー・システム・プラザの

基幹事業であるＰＣ販売事業へ集中させることで、一層の財務基盤の強化を図り、安定的な成長を見込むべく、

本件譲渡を決定したものであります。

　　　　②　当該孫会社の概要

　　　　　ａ　商　号　　　　　　株式会社ディーアンドアール・インテグレイツ

　　　　　ｂ　代表者　　　　　　代表取締役　矢野　良二

　　　　　ｃ　本店所在地　   　 東京都渋谷区恵比寿西１-32-16　Com-Boxビル５Ｆ

　　　　　ｄ　設立年月日　    　平成14年９月２日

　　　　　ｅ　事業の内容　   　 データベース・マーケティング事業、インターネット事業、コールセンター事業、ダイレクト

マーケティング事業

　　      ｆ　事業年度の末日　　２月末日

　        ｇ　従業員数　     　 32名（平成20年12月31日現在）

　        ｈ　資本金の額　    　20,000千円

　        ｉ　株主構成及び所有割合　株式会社オーエー・システム・プラザ　100％

　　　　③　譲渡先企業の概要

　　　　　ａ　商　号　　　　　　株式会社ジークホールディングス

　　　　　ｂ　代表者　　　　　　代表取締役　竹内　雄司

　　　　　ｃ　本店所在地　　　　東京都港区浜松町２丁目４番１号

　　　　　　　主な事務所所在地　東京都千代田区三番町５-40　ミヨシビル３Ｆ

　　　　　ｄ　事業の内容　　　　持株会社として、グループ企業の統括、経営戦略、財務戦略、その他経営管理

　　　　　ｅ　譲渡元との関係　　株式会社オーエー・システム・プラザとは人的関係、資本的又は取引関係はありません。

　　　　④　譲渡の日程　　　　　平成21年３月２日　株式譲渡

　　　　⑤　譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況

　　　　　ａ　譲渡前の所有株式数　　400株（所有割合　100%）

　　　　　ｂ　譲渡株式数　　　　　　400株（譲渡価額　１株当たり440,000円）

　　　　　ｃ　譲渡後の所有株式数　　 ０株（所有割合　０％）

　　　　　※第三者機関の株式価値の算定結果を参考に両社協議の結果、譲渡価額を１株当たり440,000円と決定しておりま

す。

　　　　⑥　譲渡損益

　　　　　　株式会社オーエー・システム・プラザの平成22年２月期連結業績において、関係会社株式譲渡益として２百万

円の計上となります。なお、当社では特別利益（連結）40百万円を計上することとなります。これは本件特

別利益（連結）の算出に際して、当該譲渡会社はＯＡ社の100%出資の子会社であり、当社のＯＡ社に対する

出資（自己株式等を考慮した持分比率）は46.68％であることから、算出される連結上の簿価が異なるた

め、譲渡価格から控除される簿価の違いにより差が生じたものであります。
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　　　　(2)　連結子会社及び孫会社への訴訟の提起

　　　　　当社の連結子会社である株式会社プロジェ・ホールディングス及び同社の100％子会社である株式会社グローバル

コーポレーションは、平成21年３月24日に株式会社ポイントより東京地方裁判所において損害賠償等請求に関

する訴訟の提起を受けました。

　　　　　株式会社グローバルコーポレーションが自社で保有する不動産物件において、隣接地との境界確認や権利関係の調

整等に関する業務を株式会社ポイントへ委託しましたが、同物件はその後信託契約を締結したため、信託契約に

基づく使用権・収益権は土地売買と同一視できるとして、株式会社ポイントは残余の業務委託料3,150万円の支

払いを求めているものであります。

　　　　　本件については、株式会社プロジェ・ホールディングスならびに株式会社グローバルコーポレーションは、株式会

社ポイントからの請求には理由はないものと考えており、本件について争う方針であります。　

 

当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

　　　　  該当事項はありません。　

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。 

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,729,500600,0002.85 －

１年以内に返済予定の長期借入金 274,224 151,9802.59 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － －  －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 858,340 548,1102.79
最終返済期限：

平成33年６月30日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － －  －

その他有利子負債 － － －  －

合計 2,862,0641,300,090－ －

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超（千円）

109,600 90,168 89,712 90,168 168,462

（２）【その他】

① 当連結会計年度における四半期情報

　

第１四半期

 自平成21年３月１日

 至平成21年５月31日

第２四半期

 自平成21年６月１日

 至平成21年８月31日

第３四半期

 自平成21年９月１日

 至平成21年11月30日

第４四半期

 自平成21年12月１日

 至平成22年２月28日

　売上高（千円） 　3,395,9962,822,1203,081,1003,592,676

税金等調整前四半期純利益金

額又は税金等調整前四半期純

損失（△）（千円）

53,718 △400,962 △186,763 △427,404

四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（千円）
24,126 △338,161 △171,351 △282,107

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

　0.10 △1.41 △0.71 △1.18
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② 決算日後の状況

特記事項はありません。　

　

③ 訴訟

  （1）当社は、平成21年12月14日付で東京地方裁判所において、元連結子会社であるグローバル・ファンデックス

株式会社の元代表取締役坂田陽一郎氏より訴訟が提起されました。

　　　 　当該訴訟の内容は、平成19年３月および４月に坂田氏と当社で履行されたグローバル・ファンデックス株式会

社の株式交換及び株式売買について債務不履行を理由に３億25百万円の賠償請求を求めて提起されたもので

あります。

　　イ.　事件に対する会社の意見

　　　　　 当社は、本件訴訟の請求要因により支払請求を受ける理由はないものと考えており、裁判では当社　の正当

性を主張して争っていく方針であります。

　　

  （2）株式会社ジェイアンドエム（神奈川県相模原市）が、株式会社ランドスター（東京都大田区）より平成21

年１月22日付で東京地方裁判所に対して不動産売買契約に解除に伴う違約金24百万円の支払いを求める訴訟

を提起されており、当社の連結子会社である株式会社プロジェ・ホールディングスは被告である株式会社

ジェイアンドエムに補助参加しております。この訴訟の結果は株式会社プロジェ・ホールディングスにも及

ぶこととなります。

株式会社ジェイアンドエム及び株式会社プロジェ・ホールディングスは、原告からの請求要因により支払請

求を受ける理由はないものと考えており、主張の正当性を争っていく方針であります。

　 (3）当社の連結子会社である株式会社プロジェ・ホールディングス、株式会社グローバルコーポレーション及び

有限会社リンクは、株式会社ポイントより、隣接地との境界確認や権利関係の調整等に関する業務委託契約書

に基づく業務委託料3,150万円の支払を求められ、平成21年３月24日に東京地方裁判所宛に損害賠償等請求に

関する訴訟の提起を受け、現在係争中であります。

　　　株式会社プロジェ・ホールディングス、株式会社グローバルコーポレーション及び有限会社リンクとしては、原

告からの請求には理由はないものと考えており、同社の正統性を引続き主張して争っていく方針であります。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 408,175 549,036

前払費用 3,461 5,611

関係会社短期貸付金 955,000 1,055,000

短期貸付金 － 3,600

未収入金 13,192 2,659

短期出資金 150,000 －

1年内回収予定の差入保証金 － 25,260

その他 2,373 1,665

貸倒引当金 △44,690 △455,295

流動資産合計 1,487,512 1,187,537

固定資産

有形固定資産

建物 10,346 －

減価償却累計額 △2,985 －

建物（純額） 7,361 －

工具、器具及び備品 8,395 －

減価償却累計額 △7,318 －

工具、器具及び備品（純額） 1,076 －

有形固定資産合計 8,438 －

無形固定資産

ソフトウエア 3,589 －

その他 831 －

無形固定資産合計 4,421 －

投資その他の資産

関係会社株式 431,352 431,352

その他の関係会社有価証券 2,100 8,700

投資有価証券 65,727 23,920

長期貸付金 580,908 498,108

関係会社長期貸付金 444,857 439,857

差入保証金 63,680 35,819

破産更生債権等 30,682 28,592

その他 14,451 100

貸倒引当金 △960,402 △966,205

投資その他の資産合計 673,356 500,243

固定資産合計 686,216 500,243

繰延資産

株式交付費 17,768 5,288

繰延資産合計 17,768 5,288
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

資産合計 2,191,497 1,693,069

負債の部

流動負債

未払金 2,574 3,992

未払法人税等 20,724 19,549

前受金 1,050 －

預り金 960 691

その他の引当金 － 6,885

流動負債合計 25,309 31,119

固定負債

繰延税金負債 853 3,535

固定負債合計 853 3,535

負債合計 26,163 34,655

純資産の部

株主資本

資本金 6,622,518 6,622,518

資本剰余金

資本準備金 1,641,589 1,641,589

その他資本剰余金 4,631,426 4,631,426

資本剰余金合計 6,273,015 6,273,015

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △10,721,604 △11,243,192

利益剰余金合計 △10,721,604 △11,243,192

自己株式 △184 △190

株主資本合計 2,173,744 1,652,150

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,221 4,124

評価・換算差額等合計 △12,221 4,124

新株予約権 3,810 2,139

純資産合計 2,165,333 1,658,414

負債純資産合計 2,191,497 1,693,069
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

営業収益 ※2
 84,644

※2
 55,768

営業費用 ※1
 309,484

※1
 201,786

営業損失（△） △224,839 △146,018

営業外収益

受取利息 ※2
 28,177

※2
 24,938

受取配当金 20,000 36,750

その他 1,984 877

営業外収益合計 50,162 62,566

営業外費用

支払利息 3,522 －

為替差損 7,050 －

株式交付費償却 12,818 12,480

租税公課 1,925 1,807

営業外費用合計 25,316 14,288

経常損失（△） △199,993 △97,740

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 8

投資有価証券売却益 20,355 4,396

新株予約権戻入益 500 2,024

貸倒引当金戻入額 24,772 15,596

その他 6,793 －

特別利益合計 52,421 22,025

特別損失

減損損失 － ※5
 10,312

投資有価証券評価損 142,633 23,920

関係会社株式評価損 ※4
 1,446,827 －

貸倒引当金繰入額 502,515 402,005

その他 808 6,558

特別損失合計 2,092,785 442,796

税引前当期純損失（△） △2,240,356 △518,510

法人税、住民税及び事業税 3,534 3,077

法人税等合計 3,534 3,077

当期純利益 △2,243,890 △521,588
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 6,062,518 6,622,518

当期変動額

新株の発行 560,000 －

当期変動額合計 560,000 －

当期末残高 6,622,518 6,622,518

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,081,589 1,641,589

当期変動額

新株の発行 560,000 －

当期変動額合計 560,000 －

当期末残高 1,641,589 1,641,589

その他資本剰余金

前期末残高 4,631,426 4,631,426

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,631,426 4,631,426

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △8,477,713 △10,721,604

当期変動額

当期純損失（△） △2,243,890 △521,588

当期変動額合計 △2,243,890 △521,588

当期末残高 △10,721,604 △11,243,192

自己株式

前期末残高 △158 △184

当期変動額

自己株式の取得 △26 △5

当期変動額合計 △26 △5

当期末残高 △184 △190

株主資本合計

前期末残高 3,297,662 2,173,744

当期変動額

新株の発行 1,120,000 －

当期純損失（△） △2,243,890 △521,588

自己株式の取得 △26 △5

当期変動額合計 △1,123,916 △521,593
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当期末残高 2,173,744 1,652,150

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 11,892 △12,221

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△24,113 16,345

当期変動額合計 △24,113 16,345

当期末残高 △12,221 4,124

評価・換算差額等合計

前期末残高 11,892 △12,221

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△24,113 16,345

当期変動額合計 △24,113 16,345

当期末残高 △12,221 4,124

新株予約権

前期末残高 2,584 3,810

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,226 △1,671

当期変動額合計 1,226 △1,671

当期末残高 3,810 2,139

純資産合計

前期末残高 3,312,138 2,165,333

当期変動額

新株の発行 1,120,000 －

当期純損失（△） △2,243,890 △521,588

自己株式の取得 △26 △5

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22,887 14,674

当期変動額合計 △1,146,803 △506,919

当期末残高 2,165,333 1,658,414
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【継続企業の前提に関する事項】

第37期
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

第38期
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当社は、前事業年度において280百万円の営業損失および

8,477百万円の当期純損失を計上し、当事業年度においても

224百万円の営業損失および2,243百万円の当期純損失を計

上し、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。

しかしながら、当事業年度末（平成21年２月28日現在）

において、当社が保有する現預金残高は408百万円であり、

自己資本比率は98.6％であり、それぞれ前事業年度末（現

預金64百万円、自己資本比率86.2％）より改善しておりま

す。

現在の当社の運営はキャッシュ・フローを重視しながら

行っており、短期的なキャピタルゲインを目的とする有価

証券の売買、ならびに大規模な支出を伴う投資は行ってお

りません。従って、当社は資金繰りに支障はございません。

現在の当社は純粋持株会社になっており、売上は子会社

からの経営指導料及び配当に頼らざるをえない状況にあり

ます。当面は当社単体での大幅な収益改善は期待できませ

んが、当社としてはコスト削減、営業外損益改善の努力を継

続して行っております。また、当社グループ各社の活性化を

図ることで、結果として当社単体への収益還流につながる

ものと考えております。

したがって、まずは連結ベースでの営業利益黒字化の達

成を目指すべく、当社グループ各社において経営合理化に

よる経費節減を図り、キャッシュ・フローを重視しながら、

既存事業の強化、改善による収益の確保を図ってまいりま

す。

なお、当社は、平成19年３月22日付で不動産会社であるグ

ローバル・ファンデックス株式会社の株式を取得し子会社

化したことに伴い、株式会社大阪証券取引所より同社の

「不適当な合併等」の規定に基づき、当社が実質的な存続

会社ではないとの判断を受け、当社は平成19年４月13日よ

り「猶予期間」に入っております。現在の当社は既に同社

株式を譲渡し、当社グループ全体における不動産事業の占

める割合も大幅に縮小している状況であり、今後、当社グ

ループの立て直しと収益確保を図り、猶予期間期限の平成

23年２月末迄の解除を目指してまいります。

また、当社は株式会社大阪証券取引所より同社の「上場

有価証券の発行者の会社情報の適時開示等」の規定に基づ

き、「改善報告書」の提出要請を受け、平成19年12月４日付

で提出いたしました。その後平成20年６月に６ヶ月間の改

善状況を報告したところ、その実施状況及び運用状況の内

容が不十分であったとして、再度「改善報告書」の提出要

請を受け、平成20年７月２日付で提出いたしました。これに

より、当社は平成19年12月４日から５年以内に、株式会社大

阪証券取引所が３度目の「改善報告書」の提出を求めるこ

とが必要と認めたときは、株券上場廃止基準に該当するこ

とになりました。当社は今後二度とこうした指摘を受ける

ことがないよう、当社グループ全体で改善に取り組んでお

ります。

当社は、前事業年度において224百万円の営業損失および

2,243百万円の当期純損失を計上し、当事業年度においても

146百万円の営業損失および521百万円の当期純損失を計上

し、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる状況

が存在しております。

しかしながら、当事業年度末（平成22年２月28日現在）

において、当社が保有する現預金残高は549百万円であり、

自己資本比率は97.8％であります。現在の当社の運営は経

費削減を大前提に、キャッシュ・フローを重視しながら

行っており、短期的なキャピタルゲインを目的とする有価

証券の売買、ならびに大規模な支出を伴う投資は行ってお

りません。従って、当社は資金繰りに支障はございません。

現在の当社は純粋持株会社になっており、売上は子会社

からの経営指導料及び配当に頼らざるをえない状況にあり

ます。そのため、当社単体での大幅な収益改善は期待できま

せんが、当社としてはコスト削減、営業外損益改善等の努力

を継続して行っております。また、グループ各社の活性化を

図ることで、結果として当社単体への収益還流につながる

ものと考えております。従って、当社グループ各社において

経営合理化による経費節減を図り、キャッシュ・フローを

重視しながら、既存事業の強化・改善による収益の確保を

図ってまいります。

また、当社は、平成19年３月22日付でグローバル・ファン

デックス株式会社の株式を取得し子会社化したことに伴

い、株式会社大阪証券取引所より同社の不適当な合併等の

規定に基づき、当社が実質的な存続会社ではないとされ、当

社は平成19年４月13日付けで上場猶予期間に入っておりま

す。

当社は、株式会社大阪証券取引所へ過去２回の改善報告

書を提出しております。有価証券上場規程平成21年12月30

日改正付則第２項に基づき、「当該規則施行日（平成21年

12月30日）から過去５年以内に改善報告書を１回提出して

いる場合は公表措置を、改善報告書を２回提出している場

合は公表措置及び警告措置を講じているものとみなしま

す」に該当し、株式会社大阪証券取引所から平成19年12月

４日に公表措置、平成20年７月２日に警告措置を受けたと

みなされております。従いまして、公表措置を受けたとみな

された日から起算して５年以内に「適時開示規則第２章

（会社情報の適時開示等）」又は「企業行動規範に関する

規則第２章（遵守すべき事項）」の規程に違反し、警告措

置を受けた場合、株式会社大阪証券取引所の定める株券上

場廃止基準に該当することになります。

当該状況により、継続企業の前提に重要な不確実性が認

められるため、継続企業の前提に関する注記を記載してお

ります。

財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続

企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表には

反映しておりません。　
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第37期
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

第38期
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当社グループは、こうした旧経営陣による過去の出来事

等により、当社を取り巻くレピュテーション・リスク（評

価・評判の低下に伴うリスク）が増大し、そのことにより、

当社及び当社グループ各社が大きく影響を受けていること

も十分認識しております。そのため、当社及び当社グループ

各社の企業価値をこれ以上毀損しないよう、改善に向け取

り組んでまいります。

財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりませ

ん。
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【重要な会計方針】

第37期
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

第38期
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法 １　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

a  建物（建物付属設備を含む） 

イ　平成19年３月31日以前に取得したもの

 　 旧定額法

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

a  建物（建物付属設備を含む） 

イ　平成19年３月31日以前に取得したもの

 　 同左

ロ　平成19年４月１日以降に取得したもの

 　 定額法

ロ　平成19年４月１日以降に取得したもの

 　 同左

b  その他の有形固定資産

イ　平成19年３月31日以前に取得したもの

 　 旧定率法

b  その他の有形固定資産

イ　平成19年３月31日以前に取得したもの

 　 同左

ロ　平成19年４月１日以降に取得したもの

 　 定率法

ロ　平成19年４月１日以降に取得したもの

 　 同左

(2）無形固定資産…定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

(2）無形固定資産

同左

３　繰延資産の処理方法 ３　繰延資産の処理方法

(1）株式交付費

　株式交付のときから３年間にわたり定額法により償

却しております。

(1）株式交付費

同左

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個々の債権の回収の可能性を検討して、回

収不能見込額を合わせて計上しております。

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

――――― (2）その他の引当金

当社では以下の引当金を計上しております。貸借対

照表上では「その他の引当金」として表示しておりま

す。

ａ事務所移転費用引当金

事務所の移転に係る費用の発生見込み額を計上して

おります。

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

同左

(2）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

(2）連結納税制度の適用

同左
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【会計方針の変更】

第37期
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

第38期
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　　              ────── （リース取引に関する会計基準）　

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号　平成５年６月17日　企業会計基準委員会　平成19

年３月30日改正)及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第16号　平成６年１月18

日　日本公認会計士協会　会計制度委員会　平成19年３月30

日改正）を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用しておりま

す。この変更が損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

第37期
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

第38期
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

（貸借対照表）

  ──────

（貸借対照表）

１　前事業年度末において、「長期差入保証金」及び「閉鎖

店未返還保証金」として区分掲記していたものは、ＥＤ

ＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い財務諸表の比較可能性

を向上させるため、当事業年度末より「差入保証金」に

合算して記載しております。なお、前事業年度末に含まれ

る「長期差入保証金」「閉鎖店未返還保証金」は、それ

ぞれ25,260千円、38,420千円であり、当事業年度末の「閉

鎖店未返還保証金」は35,819千円であります。　

（損益計算書）　

１　前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて

おりました「支払利息」（前事業年度2,025千円）につ

いては、営業外費用の総額の100分の10超となったため、

当事業年度より区分掲記しております。

（損益計算書）　

１　前事業年度において、「消費税等差額」及び「事業税等

還付金」として表記をしていたものは、ＥＤＩＮＥＴへ

のＸＢＲＬ導入に伴い財務諸表の比較可能性を向上させ

るため、当事業年度より営業外費用「租税公課」及び特

別利益「その他」に含めて表記しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（損益計算書関係）

第37期
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

第38期
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

役員報酬 45,525千円

従業員給料 44,077千円

支払報酬 126,292千円

租税公課 33,441千円

広告宣伝費 12,304千円

減価償却費 3,241千円

役員報酬 16,715千円

従業員給料 30,998千円

支払報酬 71,918千円

租税公課 33,594千円

賃借料 18,980千円

減価償却費 2,522千円

※２　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次の

とおりであります。

※２　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次の

とおりであります。

営業収益 84,644千円

受取利息 26,606千円

営業収益 55,768千円

受取利息 24,077千円

――――― ※３　固定資産売却益は、工具・器具及び備品８千円であり

ます。

※４　関係会社株式評価損 ──────

㈱プロジェ・ホールディングス

株式評価損
989,452千円

㈱オーエー・システム・プラザ

株式評価損
457,375千円

 

 ──────

　

※５　減損損失

　　当社は、当事業年度において以下のとおり減損損失を計

上いたしました。

　（1)減損損失を認識した資産

　場所　 　用途 　種類

　東京都港区 　東京本社　

　建物、工具、器具及

び備品、ソフトウエ

ア、その他

　

(2)減損損失の認識に至った経緯

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスであ

り、将来キャッシュ・フローによって当該資産の簿価

全額を回収できる可能性が低いと判断したことから

減損損失を計上しております。

(3)減損損失の金額

建物及び構築物 6,704千円

工具・器具及び備品 668千円

ソフトウエア　 2,334千円

その他 605千円

合計 10,312千円

 

EDINET提出書類

ステラ・グループ株式会社(E03106)

有価証券報告書

 92/104



（株主資本等変動計算書関係）

第37期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,145 2,200 － 4,345

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加　2,200株

 

第38期（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 4,345 2,198 － 6,543

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加　2,198株

 

（有価証券関係）

第37期（平成21年２月28日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1）子会社株式 431,352 431,352 －

(2）関連会社株式 － － －

計 431,352 431,352 －

第38期（平成22年２月28日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1）子会社株式 431,352 700,625 269,273

(2）関連会社株式 － － －

計 431,352 700,625 269,273
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（税効果会計関係）

第37期
（平成21年２月28日）

第38期
（平成22年２月28日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） 　

未払事業税 31千円

貸倒引当金 272,306千円

関係会社株式評価損 3,120,961千円

投資有価証券評価損 350,852千円

その他有価証券評価差額金 5,473千円

電話加入権評価損 3,528千円

繰越欠損金 2,096,453千円

繰延税金資産小計 5,849,608千円

評価性引当金 △5,849,608千円

繰延税金資産合計 －千円

 　

（繰延税金負債） 　

その他有価証券評価差額金 △853千円

繰延税金負債合計 △853千円

（繰延税金資産） 　

未払事業税 17千円

貸倒引当金 481,610千円

関係会社株式評価損 3,120,961千円

投資有価証券評価損 34,649千円

電話加入権評価損 3,528千円

減損損失 4,190千円

その他 2,798千円

繰越欠損金 2,407,481千円

繰延税金資産小計 6,055,238千円

評価性引当金 △6,055,238千円

繰延税金資産合計 －千円

 　

（繰延税金負債） 　

その他有価証券評価差額金 △3,535千円

繰延税金負債合計 △3,535千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。

　税引前当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。

（企業結合等関係）

第37期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

第38期（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。
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（１株当たり情報）

項目
第37期

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

第38期
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり純資産額 ９円01銭  ６円90銭

１株当たり当期純損失 ９円67銭  ２円17銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載し

ておりません。

潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載し

ておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下の通りであります。

項目
第37期

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

第38期
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当期純損失 2,243,890千円          521,588千円

普通株主に帰属しない金額 －千円 -千円

普通株式に係る当期純損失 2,243,890千円          521,588千円

普通株式の期中平均株式数 232,068千株        239,930千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

新株予約権３種類

（株式の数2,587千株）

新株予約権３種類

（株式の数2,517千株）　

　

（重要な後発事象）

第37期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　該当事項はありません。

 

第38期（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券
JMAM Value Driver投資事業組合 520 23,920

合計 520 23,920

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 10,346 －
10,346

(10,346)　
－ －

7,361

   (6,704)
－

工具、器具及び備品 8,395 －
8,395

(8,395)　
－ －

1,076

(668)
－

有形固定資産計 18,742 －
18,742

(18,742)　
－ －

8,436

(7,372)
－

無形固定資産                             

ソフトウエア 6,513 －
6,513

(6,513)　
－ －

3,589

(2,334)
－

その他 9,178 －
9,178

(9,178)　
－ －

833

(605)
－

無形固定資産計 15,692 －
15,692

(15,692)　
－ －

4,421

(2,939)
－

繰延資産                             

株式交付費 191,444 － － 191,444186,156 12,480 5,288

繰延資産計 191,444 － － 191,444186,156 12,480 5,288

            (注）１.「当期償却額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金（注） 1,005,093432,005 － 15,596 1,421,501

事務所移転費用引当金 － 6,885 － － 6,885

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権回収に伴う取崩額であります。

　

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 271

普通預金 448,765

定期預金 100,000

合計 549,036　

EDINET提出書類

ステラ・グループ株式会社(E03106)

有価証券報告書

 96/104



②　関係会社短期貸付金

区分 金額（千円）

㈱エルメ 955,000

㈱プロジェ・ホールディングス 100,000

合計 1,055,000

③　短期貸付金　

区分　　　　　　 金額（千円）

セブンサムライ㈱　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,600　　　　

合計 　                                  3,600

　

　

④　関係会社株式

銘柄 金額（千円）

（子会社株式） 　

㈱プロジェ・ホールディングス 211,812

㈱オーエー・システム・プラザ 219,540

合計 431,352

⑤　長期貸付金

区分 金額（千円）

グローバル・ファンデックス㈱ 472,908

セブンサムライ㈱　 25,200

合計 498,108

⑥　関係会社長期貸付金

区分 金額（千円）

㈱エルメ 439,857

合計 439,857

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日 ８月31日、２月末日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 （特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
 

株主名簿管理人 （特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
 

取次所 ──────
 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができ

ない場合は、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL　http://www.stellargroup.co.jp/

株主に対する特典 なし

　（注）単元未満株式については、当社定款に次の権利以外の権利を行使することができないと定めております。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項に規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利

(4）単元未満株式の買増しを請求する権利 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度　第37期（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月29日）

　平成21年５月29日関東財務局長に提出

(2) 臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（会計監査

人の異動）に基づく臨時報告書

　　　　　平成21年７月３日関東財務局長に提出

　　(3) 四半期報告書及び確認書　

　第38期第１四半期 （自平成21年３月１日　至平成21年５月31日）平成21年７月15日関東財務局長に提出

　第38期第２四半期 （自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）平成21年10月15日関東財務局長に提出

　第38期第３四半期 （自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）平成22年１月14日関東財務局長に提出

　　(4) 臨時報告書

　　　　　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（訴訟の提起）に基

づく臨時報告書

平成21年11月10日関東財務局長に提出

　　(5) 臨時報告書の訂正報告書

　平成21年11月10日提出の臨時報告書（訴訟の提起）に係る訂正報告書

平成22年１月20日関東財務局長に提出

　　(6) 臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（訴訟の提起）

に基づく臨時報告書

平成22年１月20日関東財務局長に提出

　　(7) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

　平成22年１月14日提出の四半期報告書（第38期第３四半期（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日））に

係る訂正報告書及びその確認書

平22年２月23日関東財務局長に提出

　　(8) 臨時報告書　

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の

異動）に基づく臨時報告書

平成22年４月20日関東財務局長に提出　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成21年５月22日

ステラ・グループ株式会社  

 取締役会　御中  

 プライム監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 茂木　勝美　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松高　泉　　　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ステラ・グループ株式会社の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラ

・グループ株式会社及び連結子会社の平成21年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１. 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において651百万円の営業損失及び5,958百万円

の当期純損失を計上し、当連結会計年度においても1,691百万円の営業損失及び1,833百万円の当期純損失を計上して

おり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されてい

る。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映して

いない。

２. 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、会社の連結子会社である株式会社オーエー・システム・プラザは、平成

21年２月25日開催の取締役会において、同社の100%子会社である株式会社ディーアンドアール・インテグレイツの全

株式を株式会社ジークホールディングスへ譲渡することを決議し、平成21年３月２日に譲渡が完了した。

３. 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、会社の連結子会社である株式会社プロジェ・ホールディングス及び同

社の100％子会社である株式会社グローバルコーポレーションは、株式会社ポイントより、損害賠償等請求に関する訴

訟の提起を受けた。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 平成22年５月31日

ステラ・グループ株式会社  

 取締役会　御中  

 フロンティア監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　幸雄　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠田　晴夫　　㊞

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ステラ・グループ株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラ

・グループ株式会社及び連結子会社の平成22年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は平成19年２月期以降、営業損失及び当期純損失を続

的に計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については

当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影

響は連結財務諸表に反映されていない。
　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ステラ・グループ株式会社の平

成22年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報

告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、ステラ・グループ株式会社が平成22年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

ステラ・グループ株式会社(E03106)

有価証券報告書

102/104



 独立監査人の監査報告書 

 平成21年５月22日

ステラ・グループ株式会社  

 取締役会　御中  

 プライム監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 茂木　勝美　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松高　泉　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ステラ・グループ株式会社の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラ・グ

ループ株式会社の平成21年2月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度において280百万円の営業損失及び8,477百万円の当

期純損失を計上し、当事業年度においても224百万円の営業損失及び2,243百万円の当期純損失を計上しており、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成22年５月25日

ステラ・グループ株式会社  

 取締役会　御中  

 フロンティア監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　幸雄　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠田　晴夫　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ステラ・グループ株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ステラ・グ

ループ株式会社の平成22年2月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は平成19年２月期以降、営業損失及び当期純損失を継

続的に計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由について

は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響

は財務諸表に反映されていない。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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